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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、バングラデシュ人民共和国政府より技術協力の要請を受け、

2012 年 2 月～3 月に詳細計画策定調査団を派遣し、バングラデシュ人民共和国政府関係者と討議

議事録（Record of Discussions：R/D）案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）案及び活動計画（Plan of Operations：PO）案の策定に関する協議を行い、2012 年

6 月に JICA バングラデシュ事務所とバングラデシュ人民共和国側関係機関との間で R/D の署名

を行いました。 

本報告書は、詳細計画策定調査団によるバングラデシュ人民共和国政府関係者との協議及び調

査結果等を取りまとめたものであり、報告書が本計画の今後の推進に役立つとともに、この技術

協力が両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた両国の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を

表します。 

 
平成 26 年 2 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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注：円借款「小規模水資源開発事業」の対象地域は、上記のとおり。ADB の支援事業（第 1 フェー

ズ：1996～2002 年、第 2 フェーズ：2001～2009 年、第 3 フェーズ：2010～2017 年）と合わせ

ると、小規模水資源開発事業の対象地域は、全国をカバーする。 
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ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

BADC Bangladesh Agricultural Development 
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バングラデシュ農業開発公社 

BMDA Barind Multi-purpose Development 
Authority 

バリンド多目的開発庁 
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IFAD International Fund for Agriculture 
Development 

国際農業開発基金 
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Integrated Water Resources Management 
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統合水資源管理ユニット 
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JICA Japan International Cooperation Agency 国際協力機構 

L/A Loan Agreement 借款契約 

LGD Local Government Division 地方行政局 

LGED Local Government Engineering Department 地方行政技術局 
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MIS Monitoring Information System モニタリング情報システム 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 
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Development & Cooperatives 
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Participatory Small Scale Water Resources 
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参加型小規模水資源セクタープロジ

ェクト（ADB） 

R/D Record of Discussions 討議議事録 
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Development Engineering Center 

農村開発技術センター機能強化計画
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SSW-1 
（-ADB） 
SSW-2 
（-ADB） 

Small Scale Water Resources Development 
Sector Project Phase1, 2 
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Small Scale Water Resources Development 
Project 

小規模水資源開発事業（JICA） 

TIP Thana Irrigation Program タナ灌漑プログラム 
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事業事前評価表 
 

１．案件名 

国 名：バングラデシュ人民共和国 
案件名：和名 住民参加による統合水資源開発のための能力向上プロジェクト 

英名 Capacity Development Project for Participatory Water Resources Management through 
Integrated Rural Development 

 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における水資源開発セクターの現状と課題 
バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）の農林水産業は、GDP の

21％（2008/09 年度）、就業人口の 48％（2009/10 年度）を占め、また総人口の 7 割が居住す

る農村部の貧困率（35％）は、都市部（21％）を大きく上回っている（2009/10 年度暫定値）。

そのため、農業・漁業振興は、貧困削減に向けた重要な取り組み分野となっているが、同国

では耕作可能な土地がほぼすべて開発され、農地拡大による生産量増加が困難な状況にある。

また、国土面積の 9 割以上を海抜 9m 以下の沖積平原が占め、雨期には洪水が頻発し、農地

に湛
たん

水
すい

が生じる一方、乾期には干ばつが起こり、農業生産に大きな影響を与えている。これ

らの自然条件と共存し、農地の生産性向上を図るには、農地等への洪水被害の軽減、湛水期

間の短縮、及び水資源の有効活用（二期作等）を目的とした、水資源インフラの整備が喫緊

の課題である。 
同国の水資源開発は、大規模事業（1,000ha 以上）は水開発庁（Bangladesh Water Development 

Board：BWDB）、小規模事業（1,000ha 以下）は地方行政技術局（Local Government Engineering 
Department：LGED）及び農村開発公社1が実施している。そのなかで、LGED による小規模

水資源開発事業は、1980 年代に課題となった、事業終了後の持続可能な施設管理を重視する

観点から、地域社会を基礎とする水管理組合（Water Management Cooperative Association：
WMCA）の育成、農業省農業普及局（Department of Agricultural Extension：DAE）、漁業畜産

省漁業局（Department of Fisheries：DOF）、協同組合局（Department of Cooperatives：DOC、
組合の登録・監査を担う）などの政府機関と連携した農業・漁業の技術普及を特徴としてい

る。 
上記の背景を踏まえ、JICA は、LGED を実施機関とする円借款「小規模水資源開発事業」

（2007 年 L/A 締結）を支援し、小規模水資源管理施設の建設、WMCA の能力強化を通じた

水資源の有効活用により、農業生産と内水面漁業生産等の増加・効率化を図っている。しか

し、LGED の水資源開発事業の実施監理は、JICA 及びアジア開発銀行（Asian Development 
Bank：ADB）の支援の下、外局化されたプロジェクトチームにより実施されてきた部分も大

きく、LGED 内の事業担当部署である統合水資源管理ユニット（Integrated Water Resources 
Management Unit：IWRM ユニット）の実施能力の発揮・育成には必ずしも結びつかないとこ

ろもあり、事業効果の持続性の観点から大きな課題となっている。また、施設の維持管理主

                                                        
1 農村開発公社（Bangladesh Rural Development Board：BRDB）は、個人所有のポンプ灌漑などを実施。 
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体は、完工後 1 年で WMCA へ移管されることとなるが、円借款事業に先行して実施された

ADB 支援事業〔Small Scale Water Resources Development Sector Project Phase 1（1996-2002），
Phase 2（2002-2009）〕では、WMCA の体制未整備・マネジメント能力不足などによるメンバ

ーからの維持管理費の徴収不足、各省出先機関（DAE、DOF、DOC の地方スタッフ）や地方

自治体との調整不備が生じている。 
以上より、同国の中長期的な水資源開発の推進には、水資源インフラの整備のみならず、

LGED の IWRM ユニットの能力強化、WMCA の維持管理能力の強化、WMCA の活動への各

省出先機関や地方自治体の支援体制の確立が重要となっている。 
また、LGED は小規模水資源開発以外にも、農村インフラ整備及び都市インフラ整備を実

施しており、農村インフラ整備事業では、農村道路、農村市場、学校についての情報が一元

的にまとめられ、一体的な建設・維持管理計画が可能となっている。他方、小規模水資源事

業については、同じく農村部に設置されるインフラにもかかわらず、これら「農村インフラ」

とは別に計画されており、国・地域全体の開発ポテンシャルに基づいた面的な開発優先地区

の同定や、他インフラ事業との連携がなされていない。 
上述の問題認識の下、バングラデシュ政府は、LGED による参加型の小規模水資源事業の

実施監理能力の強化、及び統合的な農村インフラ開発の計画策定・評価能力の強化を目的と

した技術協力プロジェクトを JICA へ要請した。 
 
（2）当該国における水資源開発セクターの政策と本事業の位置づけ 

バングラデシュの長期国家計画“Perspective Plan 2010-2021”では、重点開発課題の 1 つに

包括的な成長と食糧安全保障を掲げ、重点分野として農業生産性の向上と水資源管理を位置

づけている。また、同計画に基づく具体的な活動計画「第 6 次 5 カ年計画（2011～2015 年度）」

では、雇用の創出、拡大と貧困削減を重要課題とし、生産性向上や農作物の多様化、そのた

めの灌漑施設の整備を掲げており、本事業の方向性は同国の国家計画と合致する。 
また、同国の水資源分野の国家政策「国家水政策」（1999 年）では、LGED を住民参加型

で行う小規模水資源事業（1,000ha 以下）の実施機関として整理し、農業用水における小規

模灌漑の活用促進（地下水・表流水含む）を掲げている。また、短（5 年）・中（10 年）・長

期（20 年）的な水資源管理の方向性を示した「国家水管理計画」（2004 年）では、農業・漁

業セクターの強化手段の 1 つとして、住民参加を通じた小規模灌漑の実施を掲げており、本

事業は、同国の水資源セクターの政策・計画とも整合する。 
 
（3）水資源開発セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 

わが国の「対バングラデシュ国国別援助計画」（2006 年）では、重点目標である「社会開

発と人間の安全保障」を支援するための重点セクターの 1 つに、「農業・農村開発」を位置

づけている。本事業の方向性は、そのなかでも、セクター目標である、「農業・農村基盤の

整備」、「参加型農村開発を通じた住民の能力向上」に貢献するものとして、わが国の援助方

針と合致する。 
また本事業は、「JICA 国別分析ペーパー」（2012 年）の援助重点分野「社会の脆弱性の克

服」の開発課題・協力プログラムの「農村開発」に位置づけられる。同プログラムの下には、

円借款「小規模水資源開発事業」、有償勘定研修「小規模水資源管理におけるガバナンス能
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力強化研修」も含まれ、これらの事業と連携しつつ、プログラム方針である農業生産性の向

上や農産物の多様化を通じた食糧の安定的供給に貢献するものとして、JICA の援助方針と整

合する。 
 
（4）他の援助機関の対応 

水資源開発セクターへの支援は、世界銀行及び ADB を中心に実施されているが、世界銀

行は、特に大規模水資源開発（1,000ha 以上）を所管する BWDB に対し、洪水対策等を含む

河川管理事業への支援を行っている。また、ADB は、大規模事業と小規模事業の双方を含む

統合型水資源管理、実施中のプロジェクトを通じた水資源事業実施機関の改革及び人材育成

等を主要活動に掲げ、特に小規模水資源開発分野において、3 フェーズ〔1996～2018 年（計

画）〕にわたり事業を支援し、先導的役割を果たしている。 
 

３．事業概要 

（1）事業目的 
本事業は、モデル地域における統合型の水資源開発計画に基づいた参加型の水資源開発事

業の実施監理、LGED 職員、ユニオン関係者及び WMCA への研修を通じて、同開発事業に

係るガイドラインの整備及び関係者の能力強化を行うことにより、参加型小規模水資源開発

モデルを実施するための体制を整備し、もってバングラデシュ全域における同モデルの展開

に寄与するものである。 
 
（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

2 種類のモデル地域が、プロジェクト開始後に実施されるベースライン調査を通じて決定

される。選定基準は以下のとおり。 
・モデル地域①2 

JICA 及び ADB による支援事業の対象地区以外で、本技術協力事業のパイロットサイトと

して、新規に事業対象とする地域 
・モデル地域② 

既存の小規模水資源開発事業の対象地域で、既に施設が完成している地域 
※地区数及び選定基準はベースライン調査を通じて検討し、合同調整委員会（JCC）にて決定する。 

 
（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

1）中央政府レベル：IWRM ユニット職員（約 20 名）、LGED 本部のその他関係ユニット3〔計

画ユニット、モニタリング情報システム（Monitoring Information System：MIS）ユニット、

地理情報システム（Geographic Information System：GIS）ユニット、研修ユニット等〕（約

                                                        
2 モデル地域①は、LGED 職員の実地訓練による能力強化のため、計画段階から協力を行うサイトであり、スキーム区分やモ

デル性を勘案し、地区数及び選定基準を設定する。モデルサイト②は、WMCA による維持管理活動の強化に焦点を当てる

サイトであり、WMCA の抱える課題や開発の方向性を類型化し、地区数及び選定基準を設定する。事業裨益者数は 1 地区

当たり 1,200 名程度を想定している。 
3 LGED 本部の関係ユニットのうち、計画ユニットはインフラ整備計画の作成部署、MIS ユニットは ICT ベースによる事業関

連情報の管理部署、GIS ユニットは同関連情報が記載された GIS マップの作成部署、研修ユニットは LGED 職員向けの研修

運営部署である。 
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30 名） 
2）州レベル：県/ウポジラ4の LGED 事務所職員（約 1,000 名）、モデル地域①②のユニオン

開発調整委員会5（Union Development Coordination Committee：UDCC）メンバー（1 地区当

たり約 50 名）、WMCA メンバー（1 地区当たり約 400 名） 
 
（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012 年 10 月～2017 年 10 月を予定（計 61 カ月） 
 
（5）総事業費（日本側） 

約 7.0 億円（予定） 
 
（6）相手国側実施機関 

地方自治・農村開発協同組合省（MLGRD&C） 地方行政技術局（LGED） 
 
（7）投入（インプット） 

1）日本側 
①専門家派遣 

長期専門家：4 名（チーフアドバイザー/水管理、統合型水資源開発、組織育成強化、業

務調整/コミュニティ開発）（合計 240 人/月） 
短期専門家：工事監理、施設設計、GIS、作物生産、土地利用計画、ジェンダー、マー

ケティング、漁業、マイクロクレジットなど（5 年間で 40 人/月程度、必要に応じて派

遣） 
②機材供与：車両、PC、MIS 改善に必要なソフトウェア等 
③カウンターパート（C/P）研修：水資源開発・管理分野で必要に応じて実施（本邦/第三

国） 
④ローカルコンサルタント及びローカルスタッフ雇用費 
⑤小規模水資源施設整備費 

2）バングラデシュ側 
①カウンターパート（C/P）の配置 

プロジェクト・ディレクター：LGED 局長 
プロジェクト・マネジャー：LGED 局次長（IWRM ユニット担当） 
C/P：IWRM ユニット職員、関係政府機関職員〔DOC、地方自治体研修所6（National Institute 

                                                        
4 バングラデシュの地方行政単位は、管区（Division）、県（District）、郡（Upazila）、ユニオン（Union）に区分される。ウポ

ジラは、郡レベルの行政単位であり、多くの中央省庁の出先機関は、このウポジラレベルに設置されている。 
5 ユニオン開発調整委員会（UDCC）は、ユニオン評議会議長・ユニオン評議会議員・書記官、省庁出先機関職員（DAE 及び

DOF 職員含む）、地元住民、NGO などをメンバーとし、ユニオン内の情報共有・調整を行うために開催される委員会。JICA
が支援した「住民参加型農村開発行政支援プロジェクト」（Participatory Rural Development Project, 2000～2003 年：PRDP 1）
及び「行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト」（Participatory Rural Development Project Phase 2, 
2005～2010：PRDP2）を通じてモデルが確立され、2011 年にバングラデシュ国内の全ユニオンへの設置が制度化された。 

6 NILG は、本事業の実施機関である LGED と同じく、地方自治農村開発協同組合省の傘下に属し、ユニオン議長・書記官等

への研修を実施している機関である。 
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of Local Government：NILG）など必要に応じて〕 
②プロジェクト事務所：執務室（LGED 本部）と室内電気、家具、インターネット接続等 
③施設・資機材：研修用会場、設備、機材、交換用部品等、プロジェクト実施に必要な項

目で、日本側から供与される以外のもの 
④ローカルコスト：C/P 向け国内研修用日当・旅費、プロジェクトオフィスの光熱費等、

その他プロジェクト実施のための必要経費 
 
（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 
①カテゴリ分類：B 
②カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4

月公布）に掲げられる、影響を及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域

に該当せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断されるため。 
③環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は同国国内法上作成が義務づけ

られていない。 
④汚染対策：新規に小規模水資源施設を建設するモデル地域①については、詳細設計の段

階で、肥料や農薬の混合した排水の影響を最小限にとどめるよう配慮した設計を行うこ

とで、同国の環境基準を満たす見込みである。モデル地域②は、小規模水資源施設が既

設の地域だが、本事業の実施機関である LGED は、ADB 及び JICA の支援を受けつつ、

詳細設計時に同様の取り組みを行っている。 
⑤自然環境面：モデル地域を選定する際は、国立公園等の影響を受けやすい地域またはそ

の周辺に該当しない。 
⑥社会環境面：モデル地域①については、最大 300ha の用地取得を伴い、同国国内手続き

に沿って取得が進められ、住民移転は発生しない予定。モデル地域②については、既設

のサイトであるため、用地取得は発生しない。 
⑦その他・モニタリング：モデル地域①については、LGED が施設建設時に水質・土壌汚

染のモニタリングを行う。モデル地域②は既設のサイトであり、建設時に同様の取り組

みを行っている。 
2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

バングラデシュでは、いまだに社会進出や社会指標の男女間格差が大きいが、本事業の

実施機関である LGED は、職員人事、施設建設時の地域の貧困層（特に極貧女性）グルー

プの雇用、WMCA メンバー人選時のジェンダー配慮など、ジェンダー平等に向けた取り

組みを既に行っている。また、本事業の C/P である IWRM ユニット職員にもジェンダー専

門家が 1 名含まれている。事業実施に際しては、今まで LGED が実施してきたジェンダー

平等に向けた取り組みの適用状況を、同ジェンダー専門家とともにモニタリングしていく

ことが重要である。 
3）その他 特になし 

 
（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 
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これまでわが国は、バングラデシュの小規模水資源開発セクターに対し、円借款「小規

模水資源開発事業」（SSWRDP、2007 年 L/A 締結）、有償勘定研修「小規模水資源管理にお

けるガバナンス能力強化研修」（2010～2011 年）を実施してきた。本事業は、円借款の実

施機関である LGED の能力強化、事業完工後の維持管理状況の改善を主要コンポーネント

としており、円借款事業との相乗効果が期待される。 
また、技術協力プロジェクト「農村開発技術センター（Rural Development Engineering 

Center：RDEC）機能強化計画プロジェクトフェーズ 1（2003～2006 年）、フェーズ 2（2007
～2011 年）」は、RDEC 技術者の能力強化を図ることを目的に、農村道路整備の事業サイ

クル（計画、設計、品質管理、維持管理）の監理、農村道路の整備・維持管理状況を把握

するための GIS の活用に係る技術支援を実施した。本事業では、RDEC プロジェクトで採

用した LGED 職員への技術移転アプローチ（中央から地方へのカスケード方式）及び構築

支援した GIS システムを活用する予定である。 
加えて、技術協力プロジェクト PRDP1（2000-2003）、PRDP2（2005-2010）、及びそれに

先行する過去 23 年間の JICA 事業では、地域住民への適切な行政サービスの提供のため、

地方行政と地域住民を結びつける「リンクモデル」を開発したが、その構成要素の 1 つで

あり、バングラデシュ国内で 2011 年に制度化された UDCC を本事業に用いることで、小

規模水資源開発事業の実施監理における関係者間の合意形成や調整促進を行う予定であ

る。 
その他、LGED には、同局が実施する農村インフラ開発全体への指導を担う個別専門家

（農村インフラ開発アドバイザー）が派遣されており、本事業との連携が必要に応じて図

られる予定である。 
2）他ドナー等の援助活動 

ADB、オランダ政府、国際農業開発基金（IFAD）、バングラデシュ政府が協調融資した

“Participatory Small Scale Water Resources Project（PSSWRP）”（2009-2018）、及びその先行

案件“Small Scale Water Resources Development Sector Project Phase 1（SSWI、1996-2002），
Phase 2（SSWII、2002-2009）”では、円借款「小規模水資源開発事業」とほぼ同じコンポ

ーネントで事業が実施されている。これらの事業対象地域と JICA の支援地域を合わせる

と、バングラデシュのほぼ全土が含まれる。また、ADB は、PSSWRP に関連して、WMCA
を含む組合組織の登録業務を担う DOC 内に、Water Cell と呼ばれる水資源事業の組合に特

化したチームを形成中である。 
 

４．協力の枠組み 

（1）協力概要 
1）上位目標：貧困削減に向けて、参加型小規模水資源開発モデルが広く実施される 
指標： 

1．参加型小規模水資源開発モデルに基づいて計画・建設される、小規模水資源開発事

業数が増加する（XX 地区から XX 地区） 
2．参加型小規模水資源開発モデルに基づいて維持管理される、小規模水資源開発事業

数が増加する（XX 地区から XX 地区） 
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3．②のモデル適用地域において、水利費徴収率が向上する（XX 組合中 XX％から XX％） 
 

2）プロジェクト目標：参加型小規模水資源開発モデルが確立され、その実施体制が整備さ

れる 
指標： 

1．参加型小規模水資源開発ガイドラインに関する知識を習得し、県・ウポジラ LGED
職員を教えることができる、IWRM ユニット職員の数が増加する（XX 名から XX
名） 

2．モデル地域①②の県・ウポジラ LGED 職員により、小規模水資源開発事業のモニタ

リングが定期的に実施される（毎月 XX 回） 
3．モデル地域①②の UDCC において、小規模水資源開発事業を話し合う回数が増加す

る（全 XX 回中 XX％から XX％） 
4．モデル地域①②の WMCA において、水利費徴収率が向上する（XX 組合中 XX％か

ら XX％） 
 

3）成果及び活動 
成果１：LGED が、小規模水資源開発のプロジェクトサイクルを実現するための能力が

強化される 
指標： 
1-1．研修を受講した LGED 職員のうち、80％以上が内容を理解する 
1-2．研修を受講した県・ウポジラ LGED 職員のうち、60％以上が研修で習得した技術・

手法を担当地域で実践する 
1-3．小規模水資源開発事業の MIS が定期的に更新される（XX 回/年） 
活動： 
1-1．既存の小規模水資源開発事業の現状と課題についてレビューを行う 
1-2．IWRM ユニットのキャパシティアセスメントを実施する 
1-3．上記の結果に基づき、小規模水資源開発事業のガイドライン（ドラフト）を改訂す

る 
1-4．［1-3］に基づき、LGED の研修ユニットと協力して、IWRM ユニット職員に対し

て、小規模水資源開発事業のプロジェクトサイクルに関する研修（TOT）を実施す

る 
1-5．LGED の研修ユニットと協力して、IWRM ユニット職員が県・ウポジラ LGED 職

員への研修を実施する 
1-6．小規模水資源開発事業の MIS の更新体制を強化する 

 
成果２：LGED が、小規模水資源開発事業をその他の農村インフラ（道路、農村市場等）

と一体的に計画・実施するための能力が強化される 
指標： 
2-1．統合型水資源開発計画に基づいて実施される小規模水資源開発事業について、

LGED 本部職員にその他の農村インフラとの相乗効果が評価され、認識される（XX
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名中 XX 名） 
2-2．モデル地域①において、LGED 職員の監督下で、その他の農村インフラと一体的に

計画された小規模水資源開発事業が実施される（XX カ所） 
活動： 
2-1．モデル地域①を選定する 
2-2．モデル地域①において、［1-3］で作成するガイドライン（ドラフト）に基づき、ウ

ポジラレベルの統合型水資源開発計画（マップを含む）を作成し、LGED 本部内関

係ユニットと共有する 
2-3．モデル地域①において、WMCA を形成し、その活動を監督する 
2-4．モデル地域①において、小規模水資源開発事業の事業計画の立案、施設設計、及び

事業実施を行う 
 

成果３：ユニオンレベルの関係者（ユニオン評議会議長及び書記官、政府出先機関職員

等）が、WMCA による小規模水資源開発事業の計画・維持管理を支援するための能力

が強化される 
指標： 
3-1．研修を受講したユニオンレベルの関係者のうち、80％以上が、小規模水資源開発事

業の内容と同事業における UDCC の役割について理解する 
3-2．NILG との協力により、小規模水資源開発事業の概要、UDCC による WMCA への

支援実例を含み、実証に基づいたユニオンレベルの関係者向けの研修マニュアルが

策定される 
活動： 
3-1．モデル地域②を選定する 
3-2．モデル地域①②の WMCA について、活動状況のベースライン調査を行う 
3-3．NILG と協力して、ユニオンレベルの関係者が、UDCC を通じて WMCA の活動支

援を行うための研修マニュアル（案）を作成し、必要に応じて修正する 
3-4．ウポジラ LGED 職員がユニオンレベルの関係者への研修を実施する 
3-5．モデル地域①②において、ユニオンレベルの関係者が UDCC を通じて WMCA への

活動支援を行うよう、ウポジラ LGED 職員がモニタリングする 
 

成果４：WMCA が、小規模水資源管理施設を維持管理するための能力が強化される 
指標： 
4-1．研修を受講した WMCA メンバーのうち、80％以上が研修内容を理解する 
4-2．モデル地域①②において、WMCA の小規模水資源施設の維持管理計画が整備され

る 
4-3．モデル地域①②において、WMCA が維持管理計画に基づいた活動を実施する 
活動： 
4-1．モデル地域①②から WMCA を選定する 
4-2．ウポジラ LGED 職員が、DOC、DAE 及び DOF と協力して、選定された WMCA へ

の研修を実施する 
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4-3．WMCA が、ウポジラ LGED 職員、DAE 及び DOF の指導を受け、小規模水資源管

理施設の維持管理状況を確認し、維持管理計画を作成・修正する 
4-4．WMCA が、維持管理計画に基づき、小規模水資源管理施設の維持管理活動を行う 
 
成果５：成果１から４に基づいた参加型小規模水資源開発モデルが、パイロットサイト

以外でも利用可能なものとして確立される 
指標： 
5-1．実証に基づき、小規模水資源開発事業のプロジェクトサイクルにおける LGED 職

員、ユニオンレベルの関係者及び WMCA の役割が整理された、参加型小規模水資

源開発ガイドラインが承認される 
5-2．ワークショップを通じてガイドラインが紹介される（参加人数・実施回数：XX 名、

XX 回） 
活動： 
5-1．１から４の成果に基づいて、［1-3］で作成したガイドラインを修正する 
5-2．関係者（LGED、DOC、DAE、DOF、NILG、地方政府、その他）を対象にしたワ

ークショップにおいて修正版ガイドラインを紹介し、必要に応じて関係者のコメン

トをガイドラインにフィードバックする 
5-3．最終化したガイドラインについて、LGED の公式文書として承認を得る 
5-4．参加型小規模水資源開発モデルの普及計画を含む IWRM ユニットの業務実施計画

案（5～10 年）を作成する 
 

4）プロジェクト実施上の留意点 
①XX で示した各指標の具体的目標値は、プロジェクト開始後 6 カ月以内に実施するベー

スライン調査の結果を踏まえて具体的な数値を設定し、合同調整委員会（JCC）にて承

認を得る予定である。 
②本プロジェクトは、小規模水資源開発に関して、LGED 本部を起点として、県事務所、

ウポジラ事務所へ技術移転を行うトップダウン・アプローチの強化と、WMCA の維持

管理活動を基盤としつつ、UDCC を通じて、関連政府機関の職員及び地方自治体関係者

が WMCA を支援する体制を整備するボトムアップ・アプローチの強化をめざすもので

ある。基本的には、LGED 職員、ユニオンレベルの関係者（ユニオン評議会議長及び書

記官、政府出先機関職員等）、WMCA メンバーが主要ステークホルダーとなるが、実施

に際しては、WMCA の登録・監査を行う DOC、UDCC への研修を実施する NILG との

連携も不可欠である。また、DAE 及び DOF 普及員との連携について、本省間の連携を

担保することで、現場レベルの活動が担保・強化される場合もあるため、必要に応じて

本省である農業省、漁業畜産省との連携体制も検討する。 
③小規模水資源開発セクターへの協力は、ADB が豊富な経験やノウハウを有し、さまざま

な政策関与を現在も行っているため、ADB と密接に連携して事業を進めることが必要で

ある。想定される連携事項として、JICA と ADB で異なる小規模水資源開発の実施手順

のレビュー・統合、WMCA の登録・監査を担当する DOC 内の特命部局 Water Cell との

連携などが考えられる。 
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（2）その他インパクト 
本プロジェクトは、JICA 及び ADB の借款事業により拡大された小規模水資源事業を基礎

とし、関係者のキャパシティディベロップメントと総合的な事業運営改善（さまざまな農村

インフラ間の統合計画を含む）を行うことにより、66 万 ha の受益面積において、約 85 万人

が中長期的に安定した水の管理と活用が可能となることをめざしている。また、本プロジェ

クトの成果（参加型かつ統合的な水資源開発）が、将来的には、他の水資源開発機関（BWDB
等）にも共有されることで、バングラデシュ全体での農業生産性の向上に貢献可能である。 

 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提 
対象地域において、UDCC が存在する 

 
（2）成果達成のための外部条件 

IWRM ユニットの役割が、大きく変更されない 
大規模な自然災害が発生しない 

 
（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

水資源開発に係る国家政策が、大きく変更されない 
 

６．評価結果 

本プロジェクトは、バングラデシュの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致し

ており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

日本では、農民のオーナーシップに基づき灌漑施設の整備や維持管理を行う参加型水管理が自

然に実践されてきたが、途上国に導入されている参加型水管理の多くは、中央政府の財政負担を

軽減する等の理由で農民へ管理を任せる、トップダウンのアプローチにより進められている。イ

ンドネシア「水利組合強化計画」（2004～2007 年）では、農民の意見を反映しないトップダウン

方式により、灌漑システムの管理が水利組合へ移管され、維持管理ができないまま灌漑施設の荒

廃が進んだ状況下で、地方政府及び水管理組合の能力強化を行い、灌漑施設の適正な運用及び管

理を行うモデルを確立した。本プロジェクトでも、農民自らが灌漑施設や水管理を行う土壌が十

分形成されていない前提に立ち、計画段階から地域住民をできるだけ巻き込むなど、住民の発意

が生かされた事業にしていく。 
また、タイ「灌漑技術センター計画フェーズ 2」（1990～1995 年）では、水管理情報のネット

ワークシステム構築により、灌漑局本部と地方事務所との情報伝達が円滑化し、加えて各種研修

を実施したことで、関係部局間の連携強化、地方事務所職員の業務意識の向上が図られた。本プ

ロジェクトでは、小規模水資源事業の情報を LGED の有する MIS に統合し、定期的な更新体制

を整備することで、LGED 本部と地方事務所をつなぎ、問題が生じた際に適時に対処できる体制

構築に資するように計画する。 
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８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 
４．（1）のとおり。 

 
（2）今後の評価計画 

事業開始 6 カ月以内 ：ベースライン調査 
事業中間時点 ：中間レビュー 
事業終了 6 カ月前 ：終了時評価 
事業終了 3 年後 ：事後評価 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の背景 

バングラデシュ人民共和国（以下、「バングラデシュ」と記す）の農林水産業は、GDP の 20.6％
（2009 年度暫定値）を占め、就業人口も 48.1％（2010 年度）に上る。また、農村地域には総人

口の 7 割が居住し、貧困率は 35.2％と都市部での貧困率 21.3％を大きく上回っている（2010 年度

暫定値）。そのため、農村での主な活動である農業・漁業振興を行うことは、貧困削減の観点か

ら重要な取り組みとなっている。 
バングラデシュにおいて、耕作可能な土地はほぼすべて開発されているが、耕作総面積に対す

る灌漑面積は 42.6％にとどまり、水資源の適切な管理を通じた既存農地の有効活用（二毛作、三

毛作等）が課題となっている。また同国では、国土面積の 90％以上が、三大河川系（ガンジス、

ブラマプトラ、メグナ）によって形成された海抜 9m 以下の沖積平原であり、雨期には、近隣国

からの河川流入の影響もあり洪水が頻発し、農用地の流出・湛
たん

水
すい

が生じる一方、乾期にはたびた

び干ばつが起こり、農業生産に大きな影響を与えている。これらの自然条件と共存のなかで農村

開発を実践し貧困削減に資するためには、農地等に対する洪水被害の軽減及び湛水期間の短縮を

図るとともに、小規模ため池及び灌漑施設の整備を通じた水資源の有効活用を図ることにより、

限られた農地の生産性向上を通じた農業振興を行うことが必要である。また農村での所得向上、

栄養改善の面で、小規模ため池や条件不利農地を活用した養殖漁業への注目も高まっている。 
上記の背景を踏まえ、JICA は、円借款「小規模水資源開発事業」（2007 年 L/A 調印）（Small Scale 

Water Resources Development Project：SSWRDP）を支援しているが、工事着工前・着工後の住民

間の合意形成、工事完了後の水管理組合（Water Management Cooperative Association：WMCA）に

よる維持管理、地方行政技術局（Local Government Engineering Department：LGED）等の政府関係

機関による実施体制に課題が生じている。 
また、バングラデシュでは、農道整備を中心とする農村開発事業はマスタープランに基づいた

計画・維持管理が行われるのに対し、小規模水資源開発事業は地元からの要請、もしくはドナー

各国との交渉に基づいて行われるため、国家戦略に基づく面的な開発優先地区の同定や農村開

発・都市開発、水資源開発事業間の連携も不足している。 
かかる状況の下、バングラデシュ政府は、小規模水資源事業に係る関係組織・職員の能力強化、

及び統合的な農村開発計画策定を行う体制確立を目的とする技術協力プロジェクトを要請した。

本調査は、2011 年 10 月の案件採択を受け、バングラデシュ政府からの協力要請の背景、内容を

再確認し、先方政府関係機関との協議を経てプロジェクトの枠組みを策定するとともに、当該プ

ロジェクトの事前評価を行うことを目的として実施されたものである。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 

（1）プロジェクトの詳細計画をバングラデシュ側関係機関とともに策定し、プロジェクト・デ

ザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）案、活動計画（Plan of Operations：PO）

案、討議議事録（Record of Discussions：R/D）案等を含む協議議事録（Minutes of Meeting：
M/M）で内容を確認する。 

 
（2）評価 5 項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・持続性）の観点から事業事前評価を
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行い、案件実施の妥当性を確認する。 
 
（3）調査結果を基に、事業事前評価表（案）及び調査報告書を作成する。 

 
１－３ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

1．総括 牧野 耕司 JICA 農村開発部次長 

2．農村開発計画 田中 宏 農林水産省農村振興局 

3．灌漑・参加型水管理 石坂 邦美 NTC インターナショナル株式会社 

4．評価分析 本間 まり子 インテムコンサルティング株式会社 

5．協力企画 菊地 明里紗 JICA 農村開発部職員 

 
１－４ 調査日程 

現地調査は、2012 年 2 月 5 日～3 月 14 日までの 6 週間行われた。 
詳細は以下のとおり。 

 月日 曜日 調査内容 
1 2/5 Sun 【灌漑/参加型水管理団員 ダッカ到着】 
2 2/6 Mon ・ JICA バングラデシュ事務所との打合せ 

・ LGED 統合水資源管理ユニット（Integrated Water Resources Management 
Unit：IWRM）協議 

3 2/7 Tue ・ LGED IWRM ユニット、SSWRDP-JICA チーム面談 
4 2/8 Wed ・ ADB 参加型小規模水資源セクタープロジェクト（Participatory Small 

Scale Water Resources Sector Project：PSSWRP-ADB）チーム 面談 
・ LGED GIS ユニット 面談 

5 2/9 Thu ・協同組合局（Department of Cooperatives：DOC）面談 
6 2/10 Fri 資料整理 
7 2/11 Sat 同上 
8 2/12 Sun ・ SSWRDP-JICA チーム 面談 
9 2/13 Mon ・  バングラデシュ農業開発公社（Bangladesh Agricultural Development 

Corporation：BADC）面談 
・  個別専門家・河川管理アドバイザー〔バングラデシュ水開発庁

（Bangladesh Water Development Board：BWDB）配属〕面談 
10 2/14 Tue ・ 有償勘定研修「小規模水資源管理におけるガバナンス能力強化研修」

専門家 面談 
11 2/15 Wed ・ SSWRDP-JICA チーム 面談 
12 2/16 Thu ・ SSWRDP-JICA 事業 現場視察（マイメイシン県） 
13 2/17 Fri 資料整理 
14 2/18 Sat 同上 
15 2/19 Sun 同上 
16 2/20 Mon SSWRDP-JICA チーム 面談 
17 2/21 Tue 資料作成 
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18 2/22 Wed 同上 
19 2/23 Thu 同上 
20 2/24 Fri 同上 
21 2/25 Sat 【評価分析・協力企画団員 ダッカ到着】 団内会議 
22 2/26 Sun ・ LGED IWRM ユニット部長表敬 

・ SSWRDP-JICA チーム 面談 
23 2/27 Mon ・ SSWRDP-JICA チーム 面談 
24 2/28 Tue ・ SSWRDP-JICA 事業 現場視察（ファリドプール県） 
25 2/29 Wed ・ SSWRDP-JICA 事業 現場視察（ラジバリ県） 
26 3/1 Thu 【総括 ダッカ到着】 団内会議、資料作成 
27 3/2 Fri 団内会議、資料作成 
28 3/3 Sat 【農村開発計画団員 ダッカ到着】団内会議、資料作成 
29 3/4 Sun ・ JICA バングラデシュ事務所 協議 

・ LGED IWRM ユニット 協議 
30 3/5 Mon ・ LGED IWRM ユニット、SSWRDP-JICA チーム 協議 

・ BWDB、DOC（Water Cell 担当）面談 
31 3/6 Tue ・ ADB（PSSWRP 担当）面談 
32 3/7 Wed ・ ミニッツ協議 
33 3/8 Thu ・ ミニッツ署名 

・ JICA バングラデシュ事務所報告 
【総括 ダッカ発】 

34 3/9 Fri 【農村開発計画・評価分析・協力企画団員 ダッカ発】 
35 3/10 Sat 情報整理、資料作成 
36 3/11 Sun ・ LGED Design Unit、LGED Dhaka Region Office、 

SSWRDP-JICA チーム面談 
37 3/12 Mon 情報整理、資料作成 
38 3/13 Tue ・ DOC（Water Cell 担当）面談 
39 3/14 Wed 【灌漑/参加型水管理団員 ダッカ発】 

 
１－５ 主要面談者 

【バングラデシュ側関係者】 
（1）LGED 

・IWRM ユニット等 
Md. Abdus Shaheed IWRM 担当次長 
Md. Habidur Rahman Superintending Engineer, IWRM ユニット部長 
Md. Azaz Morshed Executive Engineer, Monitoring & Evaluation Unit, IWRM 
Md. Aminul Islam Executive Engineer, Operation & Maintenance Unit, IWRM 
Md. Abul Kaleum Azad Super Intending Engineer, Design & Quality Control Unit 
 

・ADB 小規模水資源開発事業（フェーズ 2） 
Md. Shahidul Haque Project Director, PSSWRSP-ADB & IFAD 
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・円借款「小規模水資源開発事業」 
Md. Moshiur Rahman  Superintending Engineer/ Project Director 
Mr. Alan K Clerk Team Leader, SSWRDP-JICA（Consultant） 
Md. Eklimur Reza Deputy Team Leader, SSWRDP-JICA（Consultant） 

 
（2）DOC 

Md. Amiya Kumer Chattapadhya Additional Register 
Mr. Nityananda Chakravorty Deputy Team leader（Institutional/ Cooperative Specialist）, 

Water Cell（PSSWRSP） 
 
（3）BADC 

Md. Abdus Samad Member Director 
Eng. Easim Sarker Chief Engineer 

 
（4）BWDB 

Md. Sarafat Hossain Khan Superintending Engineer/ Director of Planning 
 
（5）ADB 

Mr. Zahir Uddin Ahmad Team Leader, Water Resource Management 
 
【日本側関係者】 
（1）JICA バングラデシュ事務所 

古田 成樹 次長 
遠藤 真由美 次長 
池田 一行 所員 
Sayedul Arefin 所員 

 
（2）日本人専門家 

太田 道男 河川管理アドバイザー 
岩野 淳之介 有償勘定研修「小規模水資源管理におけるガバナンス

能力強化研修」専門家 
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第２章 現地調査結果 
 
２－１ 関連政策の概要 

２－１－１ 国家計画における水資源分野の位置づけ 
バングラデシュにおいて、経済発展と連携した貧困削減は重要政策に位置づけられており、

同国政府は、貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Paper：PRSP）（2005 年）に基づい

て、各種の施策を実施してきた。 
水資源管理は、PRSP のグループ・ディスカッションにおいて、農業開発とともに 13 テーマ

の 1 つに取り上げられている。また PRSP の国家ステアリング・コミッティ（National Steering 
Committee：NSC）が、今後更に議論を深めるために設定した 12 課題のうちの 1 つ、「農業、環

境、土地利用及び水資源管理」では、水資源管理として、乾期の灌漑及び洪水期を中心とした

洪水調整・排水（Flood Control Drainage：FCD）が言及されている。 
現政権では、マニフェスト“Vision 2021”において、2021 年までに貧困のない中所得国とな

ることを掲げ、これを達成するための長期計画“Perspective Plan（展望計画）2010-2021”を策

定している。同計画では、重点開発課題の 1 つに広範囲な成長と食糧安全保障を掲げ、重点分

野として農業生産性の向上や水資源管理を位置づけている。 
「第 6 次 5 カ年計画（2011～2015 年度）」は、この長期計画を達成するための具体的な活動

計画であり、「第 7 次 5 カ年計画（2016～2020 年度）」をも見通した、バングラデシュの中期国

家計画（2011～2015 年）である。「加速する成長と減少する貧困」を副題としており、MDGs
目標とも連動して、雇用の創出、拡大と貧困削減に重点をおき、生産性の向上と農作物の多様

化や、そのための灌漑施設の整備が明示されている。 
水資源分野は、「第 6 次 5 カ年計画」第 2 部の分野別戦略、プログラム及び政策の農業生産

性の向上と農業部門の成長要素として位置づけられており、これまでの水資源分野で進められ

た政策を背景にして今後も展開することが明示されている。特に、小規模水資源事業について

は、本プロジェクトの対象機関である LGED が 1960 年代に開始した事業で、これまでの事業

実施により、コミュニティ・ベースの組織による管理、農村部の収入機会増加、貧困削減に貢

献していることが紹介されている。 
以上から、小規模水資源事業は、バングラデシュの国家計画に明確な位置づけがあり、バン

グラデシュの水資源分野の方向性に合致している。 
 

２－１－２ 国家計画における水資源分野の政策 
「第 6 次 5 カ年計画」第 2 部の分野別ストラテジー、プログラム及び政策における、水資源

分野の記載は以下のとおりである。 
・ 水資源分野のプログラムや事業は、過去 10 年間でこの分野の政策的な整理が進められて

いる環境を踏まえて進める。 
・ 灌漑は、農業生産を直接的に増加させるものとして重要であり、洪水（モンガ）の影響を

受けない地域、低生産性の地域に優先度をおいて進める。 
・ 農業生産における優位性から、地下水よりも表流水の効果的かつ最適な利用を進める。 
・ 利用可能な表流水の貯留（乾期の灌漑への利用、地下水の涵養）を進める。 
上記を踏まえた水資源分野の目的のうち、LGED が行う小規模水資源管理に関連があると考
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えられるものは以下のようなものがある。 
①Integrated Water Resources Management（社会経済環境の統合）の原則にのっとった住民の参

加 
②持続的灌漑のための表流水と地下水を結合した利用 
③多目的使用のための普通河川の流量の最大限の利用 
④洪水制御/洪水管理 
⑤持続的な周年灌漑をつうじた、穀物自給の達成による食糧安全保障 
⑥灌漑その他利用のための水資源保全 
⑦気候変動への適応と軽減 
⑧環境保護 
⑨水資源分野の機関の能力強化 
⑩将来の水資源管理に関する研究 

 
以上より、水資源管理事業は、洪水制御/洪水管理、灌漑その他利用のための水資源保全、洪

水制御/洪水管理（作付け可能地の拡大）などを実現するインフラ事業であり、第 6 次 5 カ年計

画における水分野の目的に合致している。 
 

２－１－３ 水資源分野の基本政策 
バングラデシュにおける水資源分野に関連した政策は、関係省庁がさまざまな事業等を整理

して策定された国家水政策（National Water Policy：NWPo）（1999 年）が基本となっている。

NWPo は、水の権利は国に属するとし、それぞれの分野（農業を含む）の用水利用や関連施策

などを定めている。 
具体的には、Water Resources Planning Organization（WARPO）が水資源に関する政策を担当

し、水資源の計画管理に係る洪水調整・排水・灌漑（Flood Control & Drainage, and Irrigation：
FCDI）事業について、BWDB と LGED を実施機関としている。LGED は、そのうちの小規模

事業（面積 1,000ha 以下）を対象に、住民参加を通じて実施できるとしており、LGED の小規

模水資源管理事業を実施する根拠となっている。また、農業の用水利用においては、飲料水に

影響を与えない範囲で、地下水と表流水による小規模灌漑を推進するとしている。 
国家水管理計画7（National Water Management Plan：NWMP）は、NWPo を実施に移すための

計画として策定され、地域の条件、特性、水需要などに応じた事業構想（FCD、FCDI も含ま

れている）を国と地方レベルで提示し、これに必要な投資額などを短期（2000～2005 年）、中

期（2006～2010 年）、長期（2011～2025 年）に区分して算定している。また、事業の参加型実

施など手法も提示しており、担当部局がそれぞれの事業を実施する際に活用することになって

いる。ここでは、LGED は地方政府及びコミュニティ・レベルの水管理の改善の主管部局とさ

れている。 
NWMP に先立ち、水資源省が主催するタスクフォースにおいて、参加型水管理ガイドライン

（Guidelines for Participatory Water Management：GPWM）（2000 年）が策定され、地域のステー

クホルダーが参画して水資源事業を実施する場合のガイドラインとなっている。GPWM におけ

                                                        
7 2001年策定、認可は2004年。2025年までの計画を示したもの。 
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る水利組織は、BWDB のような大規模事業に対応する Water Management Organization（WMO）

を想定しており、最終的には水系単位の WMO が連合した形態をめざす構想としている。 
さらに、「国家水法」（National Water Act）草案が、社会経済環境分野を包括した IWRM を実

現するため、水利権、水資源保全などの項目を記載した実施規定として検討が進められている。

同法のなかでも、FCD 及び FCDI における水管理が記述されている。 
以上のように、LGED の行う小規模の水資源管理事業は、1999 年の NWPo により政策的な根

拠を与えられ、GPWM の主旨に沿って実施されている。 
 

２－１－４ LGED の小規模水資源事業 
小規模水資源事業（面積 1,000ha 以下）の前身は、LGED が 1960 年代に始めたタナ灌漑プロ

グラム（Thana Irrigation Program：TIP）であり、この仕組みは、1986 年から 1996 年まで Rural 
Employment Sector Program に引き継がれて実施された。 

1999 年の NWPo の策定後、上述の経緯から、水管理組合（WMCA）による、コミュニティ・

レベルの開発（施設管理）及び貧困削減に有効な参加型アプローチを実践する事業として、ADB
が協力する「小規模水資源セクター事業」（Small Scale Water Resources Development Sector Project 
Phase 1 及び Phase2、以下「SSW-1」 及び「SSW-2」）が実施された。 

この背景は、ADB の「参加型小規模水資源セクタープロジェクト」（Participatory Small Scale 
Water Resources Sector Project、以下「PSSWRSP」、「SSW-3」ともいう）及び JICA の「小規模

水資源開発事業」（SSWRDP）にも引き継がれている。 
 
２－２ 関連機関の概要 

２－２－１ 水資源事業の実施機関 
水資源（飲料水を除く）に関係する事業実施機関は、第 6 次 5 カ年計画にあるように、BWDB、

LGED、BADC である。BWDB と LGED は水資源管理事業（Command Area Development：CAD）、

FCD、FCDI などを実施し、BADC はポンプ、パイプの利用をベースとした灌漑事業を実施し

ている。なお、灌漑については、ポンプを利用する小規模灌漑が民間による事業として一般化

している。 
これらの 3 実施機関の事業実施面積は表２－１のとおりである。 

 
表２－１ 事業別面積 

 灌漑 水資源管理注 2） 

面積（1,000ha） 割合（％） 面積（1,000ha） 割合（％） 

LGED 14 注 1） 0.2 474.9 7.3 

BWDB 1,570 23.1 5,990.0 92.7 

BADC 5,200 76.7 － 0.0 

計 6,784 100.0 6,464.9 100.0 
注 1：LGED の灌漑面積には、SSWRDP の CAD 事業分を計上 
注 2：FCD 及び FCDI 事業地区面積の比較 
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２－２－２ 地方行政技術局（LGED） 
（1）組織概要 

LGED は、地方行政農村開発協同組合省の地方行政局（Local Government Division：LGD）

に属する部局である。国家計画をはじめ、農村開発政策、都市監理政策ステートメント、

NWPo などに基づいて、農村インフラ、都市インフラ及び小規模水資源事業の計画、実施、

モニタリング、インフラの維持、地方政府への技術支援、他部局の委託事業の実施などの

業務を実施している。 
LGED 本部は、Chief Engineer を筆頭に、図２－１のような職階性をとっているが、実

際の業務はさまざまなレベルの職員の参加するユニット体制（図の左側）により実施され

ている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－１ LGED 組織とユニットの関係 

 
また、LGED は職員の大部分を Upazila 事務所に配置する現場対応型の組織となってい

る。地方レベルでは、Upazila 事務所が現場を直接担当し、District 事務所、Region 事務所

が、必要に応じて指導、監督を行う体制となっている。また、事業の進捗状況などは、Upazila
事務所から District 事務所、Region 事務所を経由して、本部に報告される仕組みとなって

いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－２ LGED の事務所構成 
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LGED の開発予算は 388 億 3,050 万タカ（2010～11 年）であり、農村道路事業などの農

村インフラ関係が約 8 割を占めている。水資源事業（Agriculture）は、2％から 3％のシェ

アで推移している。 
 

表２－２ LGED の開発予算（割当てベース） 

（単位：百万タカ） 

分野 

年度 

RD&I PPWS&H Agriculture Transport 

GoB Project GoB Project GoB Project GoB Project 

2006-07 19,009.7 10,137.2  963.7 2,259.7 225.0 580.0 1,075.0 0.0 

2007-08 15,724.6 9,459.2 1,060.4 1,236.1 249.5 522.7 930.5 0.0 

2008-09 15,732.8 10,269.0 1,269.4 2,277.4 297.5 702.4 995.1 0.0 

2009-10 19,081.6 10,792.4 2,361.9 4,778.7 303.2 443.4 1,435.0 0.0 

2010-11 21,916.2 9,293.6 1,544.1 2,720.3 408.3 516.5 2,431.5 0.0 
注：GoB：Government of Bangladesh 

RD&I：Rural Development & Institution（農村インフラを含む） 
PPWS&H：Physical, Planning, Water Supply & Housing 
Agriculture：Agriculture（Irrigation） 
Transport：Transportation（主に地方行政所管分の道路整備） 

 
Agriculture（Irrigation）のプロジェクト予算の実態は、ADB（IFAD）及び JICA で実施

する小規模の水資源開発事業である。プロジェクトの進捗により、予算は変動するが、バ

ングラデシュ政府分の予算は、LGED 内の実施体制の整備に伴って、2006～07 年から 2010
～11 年にかけて年平均 20％程度の伸びを示している。 

 
表２－３ 小規模水資源事業における GoB 予算の推移 

予算年度 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11 

GOB 予算額（百万タカ） 225.0 249.5 297.5 303.2 408.3 

対前年伸び率（％） － 11 19 2 34 

 
小規模水資源事業にはサブプロジェクト完了地区を対象にした維持管理予算がある。予

算額は 2004 年の 1,000 万タカに始まり、現在は 5,750 万タカまで増加し、借款事業後の事

業地区への対応もできる仕組みは整っている。なお、この予算による事業は、水路（Khal）
の泥上げは半額（残は WMCA 負担）、施設関係の維持管理は LGED 全額負担を原則として

いる。 
 

（2）統合水資源管理ユニット（IWRM ユニット） 
IWRM ユニットは、小規模水資源事業を実施するために 2003 年に設置され、地方政府、

コミュニティの参加を通じて、また、環境、社会分野への関与を通じて、小規模水資源事

業の開発と監理を実施することを役割としている。この役割には、地方政府、コミュニテ

ィ及び事業関係者に技術的、制度的な支援を実施することも含まれる。 
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IWRMユニットのHPには、人的資源とトレーニングに関し、「IWRMユニットには工学、

水関係施設構造物設計、水文学、社会学、ジェンダー及び開発、安全対策、システム解析、

MIS（Monitoring Information System）、農学、水産、GIS の専門知識をもつ者がおり、小規

模水資源サブプロジェクトの円滑な実施と併せて、現場技術者への研修、さらに、WMCA
に制度及び組織強化、施設の O&M に関する研修を実施する」とある。このような活動を

めざす IWRM ユニットの特徴として、GIS のように専門性の高いユニットを除き、計画、

設計、実施、O&M、モニタリングなど、農村インフラ分野では各ユニットが分担している

業務について、水資源分野では自ユニット内で実施することが挙げられる。 
IWRM ユニットは、事業実施の本格化とともに、ユニット担当の Additional Chief Engineer

（IWRM）の指揮の下、Superintending Engineer 2 名による実施体制を整えている。 
調査実施中に着任した Superintending Engineer も含め、2010 年 10 月以降、空席であった

Executive Engineer, Assistant Engineer 3 ポストなどに職員が配置され、調査時点では、全体

17 ポスト（タイピスト等を除く）のうち、Aqua-culturist と Senior Sociologist（M&E）の 2
ポストが空席となっている。これらも、近々アサインされる予定である。 

IWRM ユニットは、現在、ADB 等が支援する PSSWRSP（約 270 地区）及び JICA が支

援する SSWRDP（215 地区程度）を実施しており、両事業の完了後には、SSW1-ADB 及び

SSW2-ADB で実施した約 580 地区のモニタリング（一部 PSSWRSP でリハビリ等を実施）

と併せて、1,000 地区を超える事業地区（サブプロジェクト）を管理することになる。 
また、IWRM ユニットは、ADB、JICA の支援により、小規模水資源事業の実施に関連

して、地方政府を支援するために県別水資源アセスメント（District Water Resources 
Assessment：DWRA）を参加型手法で作成している。全県での作成をめざしており、これ

までに 64 県中 46 県で完成している。 
 

Additional Chief Engineer（IWRM） 
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図２－３ 水資源ユニットの構成  
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表２－４ 水資源ユニットの職員等配置（調査時点） 

No. Name of Post Job Status 
1 Additional Chief Engineer（IWRM）GOB 
2 Superintending Engineer（M&M） GOB 
3 Superintending Engineer（P&D） GOB 
4 Executive Engineer（M&E） GOB 
5 Executive Engineer（Environment） GOB 
6 Executive Engineer（O&M） Project 
7 Executive Engineer（P&D） Project 
8 Sr. Assistant Engineer（MIS） GOB 
9 Sr. Assistant Engineer（P&D） GOB 

10 Sr. Assistant Engineer（O&M） Project 
11 Sr. Sociologist（M&E） GOB 
12 Assistant Engineer（P&D） Project 
13 Assistant Engineer（Safeguard） Project 
14 Assistant Engineer（Contribution） Project 
15 Agronomist GOB 
16 Aqua-culturist DOF 派遣予定 
17 Sociologist（G&D） 近々採用予定 
18 Computer Operator GOB 
19 Accountant GOB 
20 Driver GOB 
21 MLSS GOB 

 
（3）その他のユニット 

LGED 本部に設置された主なユニットの業務は、以下のとおりである。 
 

1）GIS 及び Monitoring Information System Unit（以下、「MIS ユニット」） 
GIS ユニットは、地方レベルの計画などにおいて、参加型で容易に計画作成ができる

ように GIS データ・ベース（役場、道路、市場など）と GIS 基図を準備している。各部

局と協力して、プロジェクトの要請に応じた GIS マップを作成しており、小規模水資源

事業の計画平面図をはじめ、都市土地利用図、農村インフラ被害状況マップなども作成

している。 
MIS ユニットは、ICT（Information and Communication Technology）を活用して、LGED

が行う情報提供、媒体の電子化、LGED 内のコンピュータ利用の促進を行っている。ま

た、LGED 内のコンピュータ・ネットワークの構築も担当している。 
GIS ユニットと MIS ユニットは 90 年代から連携して業務を実施しており、District 及

び Upazila マップは、GIS ユニットが作成、MIS ユニットが公開を担当している。 
2）Planning Unit 

Planning Unit は、事業の準備段階の、Project Concept Paper（PCP）、Project Proposal、
実施中事業の実施計画をはじめ、LGED の年次及び 5 カ年活動計画を作成している。ま
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た、地方政府が行う開発活動に関する進捗、予算状況などの分析を行って、課題事項な

どを整理している。 
3）Design Unit 

インフラ事業の計画、設計、数量表の準備とともに、技術図書の開発、設計図書の審

査、地方政府、現場技術者への技術支援、現場指導、設計に関する研修プログラム作成

などを行っている。 
4）Environment Management Unit 

Environment Management Unit は、Region 事務所の Executive Engineer を中心に、環境

関連の課題対応ガイドライン、サイクロンや干ばつなどに対応するインフラ施設の整備

ガイドラインなどの作成を進めることを掲げている。2012 年現在、水質などの環境調査

ができる移動試験室の設置を進めている。このほか、植林事業も担当している。 
5）Rural Infrastructure Maintenance Management Unit 

Road & Structure Database Management System を活用した道路の維持管理、道路情報、

各種データの更新を通じた道路網整備条件を決定する仕組みを所管している。業務の実

施に際しては、道路、橋梁、カルバートの維持に関するガイドライン、及び、ラフネス

指数などの調査データを活用した維持作業ニーズの把握方法を導入している（技術協力

プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画プロジェクトフェーズ 2」の成果と

して、測定機器、道路補修のマニュァルなどを利用している）。また、これに関連して、

District 及び Upazila レベルの LGED 職員の研修を行っている。 
6）Project Monitoring & Evaluation Unit 

主な業務は、プロジェクトの進捗を把握し、プログレスレポートをバングラデシュ政

府関係者（省庁）、議会関係者、ドナーに提出し、また、議会関係の質疑に対応できる

よう、情報を提供することである。PM&E Unit は、District 事務所と情報交換を行い、各

年度の予算計画（Annual Development Plan）を準備し、事業の進捗監理を実施するとと

もに、年度予算の月ごとのプログレスレポート、LGED の年次報告などを作成している。

また、Region 事務所管内の現場視察も実施し、Inspection Report を作成している。 
7）Training Unit 

Training Unit は、LGED 職員、地方自治体（Local Government Institution）担当者の継

続的な能力アップ、知識のアップデートとともに、地域の LGED 事業の関係者などへ、

住民参加型の事業を実施するための研修を行っている。研修場所は、LGED本部の Central 
Training Unit（CTU）、もしくは Regional Training Center（10 地域に設置）である。研修

対象者は、Districts、Upazila、Union レベルなど多岐にわたり、研修タイプに配慮して実

施している。予算は、開発プロジェクトとバングラデシュ政府予算の 2 とおりがある。 
8）Quality Control Unit 

LGED 本部と 64 の District 事務所に、試験室が設置されている。本部の試験室は、

District 試験室の活動のモニタリングと支援を基本としつつ、特殊な試験を実施している。

District 試験室は、管内の建設事業で通常必要とされる範囲の品質管理試験を行ってい

る。 
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9）Road Safety Unit 
Road Safety Unit は、LGED 本部〔担当：Additional Chief Engineer（maintenance）〕、Region

事務所（主担当は Superintending Engineer）、更に District 事務所（主担当は Assistant 
Engineer）に設置することを義務化しており、道路の安全管理プログラムの実施、モニ

タリング、監理を行うこととされている。また、安全施設の設置や地域住民の意識向上

などの活動を所掌している。 
 

（4）Upazila 事務所 
LGED 事業の現場対応を行う事務所で、全国 483 Upazila に設置されており、職員総数は

約 9,500 名と LGED の約 9 割を占める。Upazila Engineer（Assistant Engineer レベル）以下、

Upazila Assistant Engineer、Sub-Assistant Engineer（標準 2 名）、製図工（Sub-Assistant Engineer
相当）、Community Organizer（CO）、Accountant、Surveyor、Work Assistant（標準 4 名）、

Electrician 他、庶務関係職員が配置されており、おおむね 20 名前後の職員がいる。この他

にプロジェクト雇用の担当者がいる。 
調査した Pangsha Upazila 事務所の基本職員構成は図２－４のとおりであり、2 名の

Sub-Assistant Engineer 及び Construction Supervisor（図２－４に表示なし）は、プロジェク

ト雇用になっている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－４ Pangsha Upazila 事務所の例 

 
Engineer は、事務所が実施するさまざまな事業を分担して担当しており、水資源管理サ

ブプロジェクトはそのうちの 1 つという位置づけである。 
Upazila 事務所において、水資源管理サブプロジェクトの WMCA を主に担当するのは、

CO である。通常は WMCA の Management Meeting に参加し、運営状況など組織制度関係

を中心に報告をまとめ、Upazila Engineer に報告を行う。Upazila 事務所によっては、洪水

期の後に事務所と WMCA が施設状況等の見回りを行う、あるいは平時から事務所 Engineer
が CO に同行するなど、積極的な対応をとっているところもある。Upazila Engineer は、技

術的な問題があれば、事務所 Engineer を派遣するなどの対応をしている。ただし、事業を

実施中のサブプロジェクト地区は、関係者による当面の活動が活発である場合があるので、

継続性には注意を要する。 
Upazila 事務所は月に 1 度、District 事務所にプロジェクトの報告を行うことになってい

る。 
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（5）District 事務所 
Upazila 事務所の指導、監理を行う事務所であり、全国 64 District に設置され、職員総数

は 854 名（組織全体の約 8％）である。他部局との事業調整（BWDB をはじめ、中央政府

の地方事務所は District レベルまでのことが多い）、事業のモニタリング・データの取りま

とめなどの役割を担っている。 
District 事務所は、Executive Engineer を筆頭に、Senior Assistant Engineer、Assistant Engineer、

Sociologist、Sub-Assistant Engineer、Laboratory Technician、Upper Division Assistant のほか、

トラック運転手、ロードローラー運転手、庶務系職員 4 名が配置され、13 名体制が標準で

ある。これに加え、旧 Greater District（22 県）のみに Assistant Engineer（Mechanical）が配

置されている。 
調査した Rajbari District 事務所では、上述の基本構成に加え、プロジェクト雇用の担当

者が 25 名ほどいる。同事務所は 5 Upazila を担当しており、サブプロジェクトは ADB 支

援事業 16 地区、JICA 支援事業 4 地区があり、Sociologist、水資源担当（調査当時、空席で

あり、Assistant Engineer が兼任）はプロジェクトによる雇用である。 
水資源事業のサブプロジェクトでは、District 事務所がデータ集積、モニタリングの拠点

になっている。この担当は Sociologist である。Upazila 事務所からの報告は主に CO から提

出される。 
Executive Engineer と Upazila Engineer とは日々の連絡、必要に応じた指示を行う他、毎

月定例会議（Region 事務所への報告用と思われる）を行っている。 
サブプロジェクトの実施中は、計画時などにコンサルタントが収集する情報も多く、ま

た関係者も報告する仕組みがあるので、情報収集、モニタリング作業は比較的順調に進め

られている。例えば、Rajbari District 事務所の Sociologist は、収集情報を毎週受け取って

いる。他方、事業完了後については、決められたモニタリングの仕組みがないとのことで、

継続性に懸念を示す意見が多かった。 
 

（6）Region 事務所 
Region 事務所は、District 事務所の指導、監理を行う事務所であり、本部に報告する事

業のモニタリングやデータの取りまとめを主な役割としている。全国に 10カ所あり、LGED
のなかでは Region 事務所の職員総数は 70 名にすぎない。 

Region 事務所は、Superintending Engineer を筆頭に、Assistant Engineer、Sub-Assistant 
Engineer（または、積算/製図工）に書記/タイピストを加えた 4 名に庶務関係職員を加えた

ものが基本構成であり、これにプロジェクト雇用の職員（必ずしも雇用されたプロジェク

トを担当していない）が加わって事務所業務の運営がされている。 
調査した Dhaka Region 事務所は、基本の 4 名に加え、プロジェクト雇用のエンジニアな

どを含め総勢約 20 名で事業のモニタリングを行っている。Superintending Engineer をはじ

め、エンジニアは頻繁に（規定では月に 1 回）現場を訪問している。小規模水資源事業は

Assistant Engineer と Laboratory Assistant を配置し、ADB プロジェクト：① Dhaka District：
9 地区、②Gazipur District：2 地区、③ Manikgonj District：2 地区、及び JICA プロジェク

ト：Tangail District：7 地区のモニタリングを行っている。 
また、District 事務所の Executive Engineer を集めた月例会議を行って結果を整理し、本
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部へ毎月報告をしている。月例会議の議事録には、事業別の進捗、実施に伴う問題及び処

理などを記載している。 
 

２－２－３ バングラデシュ水開発庁（BWDB） 
BWDB は、水資源政策を担当する水資源省傘下の組織であり、河川の浸食対策、水資源管理

を含む水資源事業実施の全般を担当している。BWDB の組織、事業内容、規模などの基本事項

は Bangladesh Water Development Board Act（2000）に規定されている。最高意思決定機関であ

る Council は、水資源大臣を長とし、13 名の政府指名の委員（関係省次官、技術者・専門家、

受益者など）がメンバーである。BWDB 職員数は、約 8,900 名である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－５ BWDB の組織図 
 
注：地域プロジェクト事務所及びプロジェクト事務所は、Region レベルに設置される。BWDB の事務所の末端

は、District レベルで、事業調整などを実施している。 
*MoWR：Ministry of Water Resources 

 
世銀、オランダなどが主要なドナーであり、洪水対策に関連した河川管理などを実施してい

る。表２－５が BWDB の開発予算であり、予算の 70～80％は河川の浸食対策事業に使用され

る。 
 

表２－５ BWDB の開発予算 
（単位：百万タカ） 

予算年度 経常予算 
開発予算 

計 
政府予算 ドナー 小計 

2006-07 3,968.5 5,370.9 1,696.0 7,066.9 11,035.4 
2007-08 5,003.7 6,740.6 2,592.6 9,333.2 14,336.9 
2008-09 5,921.2 5,798.3 2,907.0 8,705.3 14,626.5 
2009-10 7,138.8 7,670.9 4,805.8 12,476.7 19,615.5 
2010-11 5,862.6 8,757.7 4,715.1 13,472.8 19,335.4 

  

Council（Chair：MoWR* minister） 

Assist DG（O&M-1） Assist DG（O&M-2）Assist DG（planning） 

Chief Engineers（4） 

Project Offices 

地域 Project Offices 

Chief Engineers（4）

地域 Project Offices

Project Offices 

Chief Planning Chief Engineers（2）

Circles 

Division

Division 

Director General 
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水資源管理事業は、735 地区（730 万 ha）で実施している。内訳は FCD 及び FCDI 事業が 600
地区（590 万 ha）、灌漑関係（CAD）事業が 135 地区（140 万 ha）である。実施中の主な CAD
事業は以下のとおりである。 
① Teesa Barrage Project-I（約 7 万 ha） 
② Chandpur - Commila Integrated FCTI Project（8 万 1,000ha） 
③ North Rajshahi Irrigation Project（7 万 5,000ha） 

また、Advisory Technical Assistance を含めた ADB からの支援を中心に、CAD 事業 2 期（プ

ロジェクト名：Second Command Area Development Project）を実施予定である。事業は 15 年間

の計画であり、前半は、Manu River Irrigation Project（約 2 万 ha）、Muhri Irrigation Project（3 万

4,000ha）などの FCDI 事業のリハビリ、後半は、前半事業の成功を条件に Ganges - Kobadak 
Irrigation（約 13 万 2,000ha）、Teesa Barrage Project-II（約 10 万 7,000ha）を予定している。 

水利組合に関する事業としては、2007 年の洪水被害地の復興事業とともに、世銀（International 
Development Association：IDA）等の支援により、Water Management Organization（以下、「WMO」。

WMCA と違い、協同組合活動を含まない水利組合）の体制を強化して、利用者自身が水管理

を行う、参加型水管理改良プロジェクト（Water Management Improvement Project：2013/14 年に

完了予定）を実施している。プロジェクト・コンポーネントは、施設改良と管理移管（System 
Improvement and Management Transfer：102 地区 37 万 9,000ha）、O&M 実施改善（O&M Performance 
Improvement：98 地区 41 万 ha）である。 

 
２－２－４ バングラデシュ農業開発公社（BADC）及びバリンド多目的開発庁（Barind 
Multi-purpose Development Authority：BMDA） 

BADC は農業省傘下の機関であり、農業資機材の生産、調達、運搬、貯蔵、配布を所掌して

いる。業務は農業分野に限られ、①肥料の調達と公定価格での供給、②優良種子（小麦、メイ

ズ、稲、オイルシードなど）の配布、並びに③灌漑資材（ポンプ、パイプ）の提供（供用）が

三本柱である。 
BADC の事業は、90 年代の肥料管理事業からの撤退、灌漑事業の民営化（ポンプの規格化に

よる選定の簡素化を図ったことが要因。ポンプを民間に売却）などの変遷を経ている。灌漑部

門は、1999 年の種子生産活動の強化とともに、取り組みが再開され、さらに、2009 年には BADC
の活動全般への増強が図られる際に、表流水を有効利用するための施設設置が業務に追加され

た。 
なお、BADC から分離された組織として、バリンド多目的開発庁（BMDA）があり、BADC

から Barind 地域（バングラデシュ北西部のジャムナ・パドマ両大河に挟まれたガンガの影響を

受ける地域）に特定した灌漑施設の設置、漁業、農業普及などを総合的に実施する Barind 
Integrated Area Development Project（BIADP）を実施している。ただし、灌漑事業に関しては BADC
を主管組織として整理している。 

BADC の日常の業務運営は、Chairman を長とする Board of Directors により行われている。

Board of Directors には、BADC メンバーに加えて、協同組合局（DOC）の Registrar、バングラ

デシュ農村開発公社（Bangladesh Rural Development Board：BRDB）の Director General が参加

している。従業員総数は約 6,800 名（うち Officer 1,600 名）である。 
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注：Upazila またはそれ以下まで、Field Officer を配置 

 

図２－６ BADC の組織図 

 
灌漑施設の設置が業務に加わった結果、灌漑部門の予算は増加し、2010 年には 7 億タカが割

り当てられた。ドナー予算は明示されていないが、聞き取り結果からは直接の支援は示されて

いない。 
表２－６ BADC の開発予算 

（単位：百万タカ） 

予算年度 割当予算 
2006-07 765.2 
2007-08 950.1 
2008-09 531.4 
2009-10 2,647.3 
2010-11 2,917.9 

 
２－２－５ 小規模水資源事業に関連するその他の実施機関 

上記に加え、本プロジェクトの主要な関係組織は以下のとおりである。 
 

（1）水管理組合（WMCA） 
WMCA は、サブプロジェクトの地区単位で設立され、DOC に登録された組織であり、

設置された施設の維持管理などを行う水利組織であるとともに、マイクロクレジットなど

の活動も併せて行う協同組合の性格も有している。このため、水利に関係する組合員数（土

地所有者または耕作者が主体）は、総組合員数の内数になっている。 
この組織形態は、LGED が参加型による小規模水資源管理事業を実施する際に、国内の

ステークホルダーの状況を勘案して、このような機能をもたせることが最適として導入さ

れたとのことである。 
WMCA の役員は 3 年ごとの選挙で選出され、組合長、事務局、アカウンタントなど、

通常 12 名で構成される。日常の業務は、O&M など分野ごとに設置された Management 
Committee（開催は毎週、毎月などさまざま）が行い、重要な議案は総会（通常年 1 回）

で決定される。 
WMCA の予算は、組合活動費の他、事業活動費があり、施設の O&M 予算は“Contribution”

として整理されている。  

Chairman 

Member-Director 
Seed & 
Horticulture wing 

Member-Director 
Minor Irrigation 
wing 

Member-Director 
Finance 

Member-Director 
Fertilizer 
Management wing 

Administration 8 Divisions 

3 Divisions 1 Division 3 Divisions 8 Divisions 
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（2）協同組合局（DOC）及び Water Cell 
DOC は、バングラデシュ政府の登記機関であり、登記業務の一部として水利関係団体の

登記も行っている。水資源管理における役割は、WMCA 及び WMO8の登記と登記された

組合の監査である。WMCA には、WMCA の財務、委員会活動状況などの監査を実施する

ために、年に 1 回～数回の訪問を行っている。現場での聞き取りからは、監査を行う部署

としての DOC の役割は WMCA に周知されていることが確認された。 
Water Cell は、PSSWRP-ADB（SSW-3）に関連し、DOC の水資源管理関係の業務に特化

して、その効率化を図るために DOC 内に設置予定のグループである（2012 年 3 月現在、

DOC の Water Cell 担当者は任命済みであり、プロジェクト雇用のコンサルタントチームと

協力しつつ TOR 作成作業の最終段階にある）。 
現案では、Water Cell の設置目的を、モニタリングを通じた WMCA の活動の継続性確保

のためとし、MIS の整備を要に据えている。WMCA には、議事録作成（コミッティを含

め）、研修状況記録、資金状況、訪問者記録とともに、用水に関して、O&M 計画作成と実

施記録、O&M 支出の記録などの情報を揃えてもらい、DOC は、制度面の組合運営、資金

運用状況の把握などを中心に MIS を構築する案で進んでいる。なお、O&M は、LGED の

所掌となるので、一連の流れを機能させるためには、DOC（Water Cell）と LGED（IWRM
ユニット）との連携が必要となる9。 

 
（3）ユニオン評議会（Union Parishad：UP）とユニオン開発調整委員会（Union Development 

Coordination Committee：UDCC） 
UP は、選挙で選出された議長（Union Chair）、議員（Union Member）、事務局からなる

行政組織であり、地域内の事案の調整を行うとともに、インフラ整備も実施可能である。

近年は、独自予算の増加もみられる。ADB 及び JICA 事業では、サブプロジェクト及び

WMCA が行う公的活動の地域における位置づけを確保するため、UP に事業申請を行う役

割が与えられている。 
UDCC は、JICA の長年にわたる農村開発の成果として、公共サービスが効率的・効果的

に住民のニーズに応じ分配されることをめざして設置された委員会である。2010 年 2 月

13 日に、LGED の上部機関である地方行政局（LGD）が地方行政（Union Parishad）法 95
条を根拠とする通達を発出して、全国に設置されることとなった。本プロジェクトでは、

この UDCC を、WMCA10と UP、農業省農業普及局（Department of Agricultural Extension：
DAE）、漁業畜産省漁業局（Department of Fisheries：DOF）などの関係機関との連携を図る

場としての活用を期待している。なお、通達上の UDCC メンバーには、UP 関係者、DAE、
DOF などの政府機関の出先事務所職員に加え、LGED からは Assistant Engineer と CO を参

加させるよう記載されている。 
 

（4）地方自治体研修所（National Institute of Local Government：NILG） 
NILG は、LGD に付属する地方政府の担当者を対象に研修を実施する機関であり、UP

                                                        
8 WMOは、現状では登記対象にならない団体として整理されているとの情報もある。 
9 ただし、LGEDからの組織的な働きかけはあまりないのが現状のようである。 
10 通達ではUDCCメンバーに位置づけるよう記載されている。 
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の新任事務局長、関係省庁の担当者の研修を実施している。UP の機能強化に関する研修

は NILG が実施する仕組みとなっている。 
本プロジェクトでは、UP に対する研修に関連する場合などに連携を検討することにな

る。 
 

（5）DAE、DOF などの専門機関 
専門機関の協力は、農漁業における生産及び収入の拡大を実現するために不可欠であり、

特にサブプロジェクトの現場レベルでの活動の比重が大きい。 
調査した活動の盛んな WMCA では、専門機関担当者の頻繁な訪問を実現するなど、良

好な関係を築いて、必要なサービスへのアクセスを確保しているものが多かった。 
DAE は Upazila に事務所が設置されているほか、Union あるいはブロック（2～3Union

の範囲）を担当する普及員がおり、肥料の投入を決めるための土壌診断などを実施してい

る。DOF は約 1,500 名の技術担当者を District または Upazila 単位まで配し、漁業技術の普

及などのサービスを行っている。 
 

２－２－６ 関連する協力 
（1）小規模水資源開発事業 

小規模水資源管理事業は、水資源管理の一環として、参加型による持続性のある農業生

産と収入機会の拡大を目的として実施されてきた。LGED は、地方政府を対象に独自の事

業を実施してきたが、オランダ政府による LGED スタッフの能力開発と連携して、ADB
及び IFAD がサブプロジェクト方式の事業を導入したことを契機に、以下のドナー事業が

実施されてきた。 
SSW の第 1 フェーズ事業（SSW-1）は、1996～2002 年まで、主にバングラデシュ西部の

約 280 地区で実施された（総実施面積：約 16 万 5,000ha、最終事業費：5,120 万米ドル）。

このうち 267 地区で事業完了後の引き渡しまで行われ、2008 年の洪水被害（73 地区）に

も大きな被害を受けなかったことなどが評価されている。このプロジェクトで行った便益

モニタリング評価からは、事業地区内の作付け率が 28％増加（170％から 198％、地区外

は 8％増加）したことをはじめ、農業普及の活性化、漁業活動の積極化、収入の増加が指

摘されている。以上の評価から、このプロジェクトは「成功」と位置づけられ、その後の

協力が開始された。 
ADB（IFAD）支援による SSW の第 2 フェーズ（SSW-2）は、SSW-1 の経験を踏まえて、 

2002 年から 2009 年にかけて、バングラデシュ全土の約 300 地区で同様のサブプロジェク

トが実施された（総実施面積：約 18 万 ha、事業費：7,800 万米ドル）。IWRM ユニットは、

小規模水資源事業の実施機関として、第 2 フェーズ実施の前提条件として提示され、この

時期に設立された。 
円借款「小規模水資源開発事業」（SSWRDP）は、2007～2013 年の予定で、ADB 及び IFAD

の事業と同様の内容で、Greater Mymensing、Sylhet 及び Faridpur 地域で、サブプロジェク

ト 260 地区程度を対象に実施することとしている。 
さらに、ADB 及び IFAD 支援による事業が、PSSWRSP として、参加型のプロセスを更

に強調し、持続的な O&M 活動などを行う仕組みの構築を全面に、2010～2017 年の予定で



 

－20－ 

実施されている。これは、実質の ADB 第 3 フェーズといえる事業である。新規 270 地区

に加え、第 1 及び 2 フェーズで実施した 150 地区について、一層の効果発現を目的に事業

を行うこととしている。 
以上の協力においては、サブプロジェクトの実施に加え、事業実施に関連して、LGED

職員、WMCA 関係者などへの研修も実施している。 
 

（2）JICA 技術協力プロジェクト 
JICA の実施した技術協力プロジェクト「住民参加型農村開発行政支援プロジェクト」

（Participatory Rural Development Project：PRDP1）及び「行政と住民のエンパワメントを

通じた参加型農村開発プロジェクト」（Participatory Rural Development Project Phase2：
PRDP2）と「農村開発技術センター機能強化計画」（Strengthening of Activities in Rural 
Development Engineering Center：RDEC）は、本協力の実施枠組みから関連する事業である。 
1）行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト他 

「住民参加型農村開発行政支援プロジェクト」（2000～2003 年度）、「行政と住民のエン

パワメントを通じた参加型農村開発プロジェクト」（2005～2010 年度）は、村落住民と地

方行政を結ぶための戦略として「リンクモデル」を提唱した案件である。バングラデシ

ュ農村開発公社（BRDB）を対象機関に、ユニオン調整委員会（Union Coordination 
Committee：UCC）を通じた各行政サービス間の調整促進、村落住民につなげる行政サー

ビスの提供を促進することを目的として実施された。最終的には、PRDP1、2 と同様の目

的を達成するよう、LGED の上部機関である LGD から、UDCC をすべてのユニオンに設

置する通達が出されている。JICA 派遣専門家（2011 年度）により UDCC に水資源管理を

話題としてその浸透を図る試みが進められ、約 300の UPで説明ワークショップを開催し、

そのうちの 173 地区で UDCC 活動が開始されている（2012 年 2 月現在）。なお、本調査

団の現地調査地区はこの 173 地区には含まれていない。 
2）農村開発技術センター機能強化計画（RDEC） 

「農村開発技術センター機能強化計画（RDEC）」フェーズ 1（2003 年 1 月～2006 年 1
月）及びフェーズ 2（2007 年 9 月～2011 年 9 月）では、水資源管理部門に先立ち、LGED
における比重の大きい農村インフラ部門（主に地方道路）の技術情報の整備・蓄積、技

術基準の収集・蓄積、研修部門の強化などを進め、技術者の計画策定/設計能力、品質・

維持管理能力の能力向上を図ったことにより、農村インフラ技術部門の強化を行った。 
 
２－３ 現地調査の結果 

２－３－１ バングラデシュ国家計画の整合性と意義、及びドナーの関連支援 
水資源管理分野は、第 6 次 5 カ年計画において、今後も展開していくことが明記されており、

基本政策は NWPo に明確に示されている。 
水資源管理に係る FCD あるいは FCDI 事業には、湛水防除、排水改善、表流水貯留、CAD

（内容は灌漑区域拡大）の 4 事業類型が存在する。洪水の影響により、自然状態では 1 年 1 作

のコメの作付けにとどまる地域の洪水位、排水状態を改善して、年に 2 作から 3 作（乾期作に

は灌漑等の用水手当が必要）を安定して作付けできる地域を拡大することを目的とする。CAD
地区も単なる地区への灌漑ではなく、同国で制約のある資源となりつつある水資源の活用を図
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るものであり、用水不足の地域が用水確保により作付面積を拡大するための、FCDI 事業の 1
オプションとして位置づけられている。 

これらの事業は、農地面積の拡大が困難であり、更に洪水や干ばつなどの影響を受けやすい

バングラデシュにおいて、洪水等の制御による作付け可能地の拡大、また、気候変動による水

環境の変化の影響緩和による水資源を確保するシステムとなっており、食糧安全保障及び気候

変動対策としても一定の役割を担っている。 
 

表２－７ FCDI 機能（ゲート操作を擁する）の模式的分解 

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

水分環境改善             

排水対応             

水資源保全             
注） 
・ 水分環境改善は、作物の最終ステージに応じて、洪水対応など地区内の水位のコントロール。 
・ 排水対応は、降雨による地区内への過剰流入を迅速に排除。 
・ 水資源保全は、地区内 Khal などへの用水の貯留（灌漑等の水源にも利用）。CAD もこの位置づけ。 
・ 点線表示部分は、概念的に考えられるもの（現場でタイミングを確認できると想定）。 

 
FCD 及び FCDI などは、洪水対策を中心に大規模に展開する BWDB の事業実施面積が大き

なウエイトを占めているが、LGED が実施する小規模水資源管理面積（面積 1,000ha 以下）は、

地方行政レベルで、ステークホルダー参加型で行うことが特徴となっている。 
小規模水資源管理においては、ADB が、バングラデシュの国家政策、事業の促進に多大な関

与をしてきた。ADB は、1992 年から開始した SSW-1 により、この小規模事業の原型を築き、

続く SSW-2 の実施に連動して LGED 内に水資源ユニットを設置させて事業実施体制を確立し、

現在は、JICA の SSWRDP とともに PSSWRSP により小規模水資源事業を推進している。 
LGED は、小規模水資源管理分野におけるドナーからの支援とバングラデシュの政策に沿い、

参加型による事業実施に着実な成果を上げており、事業実施地区は 1,000 地区を超えることが

予想されている。 
 

２－３－２ 事業の実施方法 
（1）総体 

小規模水資源管理事業は、これまで ADB 及び JICA 支援によるサブプロジェクトを中心

に展開しており、プロジェクト雇用コンサルタントが、ほぼターンキーベースでサブプロ

ジェクトを実施している。また、これらの事業はそれぞれの要請を基に実施されている。 
サブプロジェクトは、Upazila 事務所をはじめ、LGED 地方機関に事業実施の経験を蓄積

させる一方、事業実施期間の制約を受けるので、事業計画の作成方法、事業完了後の施設

引き渡し後の WMCA による維持管理への継続対応などに関しては十分な枠組みを備えて

はいない。 
以上の現状をかんがみると、事業サイクルを完結させた持続性のある業務展開モデルは、

LGED（水資源ユニット）においていまだ形成されていない。 
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（2）事業の段階ごとの運営 
小規模水資源事業のサブプロジェクトを実施する過程において、計画/設計、実施（建設）、

モニタリングのための情報収集は現場レベルで実行されている〔計画/設計段階の F/S、D/D
（詳細設計）では、ローカルコンサルタントにより情報を収集することも多い〕。モニタ

リングされたデータ・情報は Upazila 事務所から District 事務所、Region 事務所を経由して

LGED に報告され、IWRM ユニット内の MIS に蓄積される。 
WMCA はサブプロジェクトを実施する際に設立され、実施中は事業の計画、工事の実

施に関与すること（参加型の実現）が要請されている。工事の完了後は、1 年間の経過期

間を経て、WMCA が施設の維持管理を行うことになる。Upazila 事務所は、実質、WMCA
と協働で施設の建設、運用などを行っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図２－７ 現状の事業実施フロー模式図 

 
今次調査時には以下のコメントを多く聞いた。 

① 事業サイクルの視点からは、計画作成段階は Upazila 事務所を含めた LGED が関与

する活動が少なく、また、事業完了後段階の施設利用、維持管理部分についてサ

ブプロジェクト実施体制と同レベルが継続できない可能性が大きい。 
② サブプロジェクトの工事は、事業で定める条件をクリアしたところで開始される

ので、計画設計に要する期間と参加型合意形成の熟度には相殺関係が生じている

場合もあり、この部分が遅れあるいは調整不足として評価されることもある。 
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２－３－３ WMCA による施設の維持管理 
（1）WMCA の状況 

調査した地区の WMCA 活動は、協同組合活動であるマイクロクレジットに時間を割く

ものが多かったが、比較的良好と思われるものが大部分であった。聞き取り結果を総合す

ると、活動になんらかの支障がある WMCA は、3～4 割と推定される。Pangsha Upazila 事

務所の聞き取りでは、LGED 内の報告において「WMCA 活動に支障あり」とされたものは

8 WMCA のうち 3WMCA あったが、WMCA における施設の維持管理、操作など、活動そ

のものに致命的な問題を生じた地区として確認できたのは、Bara Nurpur 地区のみであった。

この地区は、設立後は O&M（運転及び維持管理）計画策定など順調に進展していたが、

外部からの干渉により組合活動がほぼ破綻に至り、ゲートが腐食するなど維持管理も実施

されなくなったとのことである。 
 

（2）維持管理の状況 
調査地区の WMCA は、制水施設のゲート操作等11を主要な活動として実施しているもの

の、WMCA 予算を施設の維持管理に有効に使っている事例は、UDCC を通じて UP と良好

な連携を実現している Shibalay 地区を除き、確認できなかった。また、WMCA の管理す

る水路（Khal）は土砂堆積が生じているものが多く、水路（Khal）が事業実施直後の断面

を維持しているものはほぼ存在しないと推定された。さらに、施設の O&M においては、

WMCA が LGED（直接には Upazila 事務所）からの支援を期待する部分が多々みられた。 
以上より、WMCA における施設及び用水管理の改善に向けた自立的、積極的な取り組

みは見てとれなかった。 
他方、調査した CAD 地区では、用水配分に関しては比較的良好な運用が行われていた。

具体的には、用水を使用する時期に、受益地区を巡回するフィールドマンが把握した各用

水ブロックの要望に基づいて、取水源から通水施設へのポンプアップを行うオペレータ

（WMCA から乾期作の委託を受けた者）が、WMCA からの運転指示により運転をしてい

た。 
1）FCD 系事業の概要 

サブプロジェクトは、洪水または排水対策を主とする FCD & Water Conservation と用

水供給の拡大を主とする CAD に大別され、FCD 系が大半を占める。FCD 系の主要な目

的は地区内水位のコントロールによる作付け（耕地利用率）の拡大である。 
事業内容は、洪水対策あるいは河川管理のための制水門、チェック施設の建設、水路

の浚渫あるいは再掘削である。水路（Khal）のもつ貯水機能を利用して、近傍の低揚程

ポンプ灌漑（主に BADC の小規模灌漑に区分されるもの）が行われていることが一般的

である。 
また、地区の境界は集水区域となる。地方道等で周囲を確実に囲まれた地区がある一

方、PSSWRP-ADB で排水受益を拡大しようとする地区があるなど、必ずしも自然条件

からは明確に確定していないものも多い。 

                                                        
11 FCD系地区では、操作を伴うものはゲ－トのある施設のみである。操作方法はWMCA内の総意により決定され、操作は

WMCA役員が行っていることが通例のようである。 
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FCD 系地区は平坦地であるので、水路（Khal）の掘削が排水に有効なように、盛土の

存在は貯水を発生させることになる。このため、道路とその付帯構造物（カルバート）

は地区内の排水状況に大きな影響を与える要素となるので、技術的な観点からも道路及

び排水施設の配置を考慮した排水計画とすることが必要となる。 
2）CAD 事業の概要 

CAD 地区は河川沿いなど用水資源に比較的恵まれた旧低揚程ポンプ掛からの転換と

配水地域の拡大を目的として、水源を河川に求めているタイプが多い。用地取得を伴わ

ないので、参加型の取りまとめは比較的容易な状況を作り出せる。 
実施中/完工後の事業では、パイプ施設供用初期に漏水がみられる、パイプ施工は扱い

土量が大きく工事後の埋戻しに大幅な遅れが生じているなど、問題が指摘されているが、

事業を実施するなかで継手の改良などの技術的対策は図られている。 
 

２－３－４ 関係機関と役割分担 
水資源管理事業に係る本件協力を実施するうえで、本章２－２に示す組織・機関がそれぞれ

に役割を分担することになる。 
 

（1）プロジェクト活動の実施における関係機関 
LGED の IWRM ユニットは、本プロジェクトにより強化される中心組織であるが、ボト

ムアップ及びトップダウンのアプローチを実践するために、以下の組織と協働することが

重要である。 
1）LGED Upazila 事務所 

LGED Upazila 事務所は、現場における対応窓口であり、サブプロジェクトの実施、

WMCA との連携などの役割を担う。本プロジェクトにおいても、ボトムアップの現場

活動の主導及びトップダウンの LGED の能力強化の末端の役割が期待される。また、地

方行政の末端組織である UP とのコンタクトも期待される。なお、一部の Upazila では、

Upazila Technical Development Coordination Committee が形成され、Upazila 議長、他政府

部局の地域担当者、Union Chair をメンバーとして、プロジェクト内容について調整する

仕組みを有しているところもある。 
2）LGED District 事務所及び Region 事務所 

IWRM ユニットと Upazila 事務所との連絡調整、地域レベルの研修の実施などの役割

を担う。バングラデシュでは、District 地方事務所レベルで主な事業調整を行う仕組みと

なっているため、本プロジェクトでも、District 事務所が事業調整の役割を果たすことに

なる。また、Upazila レベルで実施される、水資源分野のサブプロジェクトのさまざまな

情報を収集、整理する役割を継続して担うことも期待される。 
3）WMCA 

WMCA は、施設の O&M、モニタリングを行う中心組織であり、LGED の IWRM ユニ

ットと各事務所の体制強化とあわせ、プロジェクトを通じて能力強化を行う予定である。 
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（2）プロジェクト活動への協力機関 
1）LGED 本部内関係部局 

LGED 本部の関係部局からは、統合水資源計画の作成に向けては道路部局、研修実施

に向けては研修ユニット、MIS の構築に向けては MIS ユニットなど、IWRM ユニットの

能力強化に向けてそれぞれの分野からの協力が期待される。 
2）DOC 及び Water Cell 

DOC 及び Water Cell は、WMCA の活動のモニタリング、監査並びに育成強化などを

行う機関であり、本プロジェクトが WMCA を対象とする活動を行う際に、連携を図る

ことが必要になる。Water Cell に関しては、ADB が深くかかわっており、情報交換を密

に行う必要がある。 
3）UP 

地方行政の末端組織である UP は、選挙で選出された議長、議員及び中央政府から地

方へ派遣されている担当者からなる UDCC を活用して、地域の発展に係る課題を議論し、

WMCA 活動の円滑な実施に貢献する役割が期待される。 
UP は、SSWRDP-JICA 及び PSSWRP-ADB において、サブプロジェクトの要請者の役

割を担い、事業の計画、実施、管理などの各タイミングでの協力が得られるよう配慮さ

れている。 
4）DAE 及び DOF 

DAE、DOF などの専門機関には、本プロジェクトの成果を具体的に発揮させるために

（収量・農業収入増加など）、現場レベルで連携し、WMCA への技術指導を実施するこ

とが期待される。 
 

（3）成果の普及を図る関係機関 
1）BWDB 

BWDB は、バングラデシュにおける大規模な水資源管理事業を実施しているが、参加

型での事業実施、WMO の体制強化などの課題を有しており、本プロジェクトの協力成

果を波及させる対象として位置づけられる。 
2）BADC 

BADC は、小規模のポンプ灌漑事業が主体であるが、近年は LGED と同内容の事業を

実施するようになってきており、また、ADB 及び JICA の事業地区内でも最終的な灌漑

施設構成の一端を担う場合もあり、成果を共有する機関として位置づけができる。 
 
２－４ 考察 

２－４－１ 小規模水資源管理の展望と課題 
農地面積の更なる拡大が困難であるバングラデシュにおいて、洪水制御等による作付け可能

地の拡大、また、気候変動による水環境への影響を緩和することは、食糧安全保障の確保、及

び気候変動対策の観点から重要である。水資源管理は、これらの課題に資する取り組みであり、

特に、小規模水資源管理は、第 6 次 5 カ年計画及びこの分野の基本政策である NWPo に明確に

位置づけられている。本プロジェクトの実施機関となる LGED は、この政策で示された方向性

に沿って参加型による事業を実施し、着実な成果を上げており、この分野のパイオニアとして
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の役割を果たしている。 
これまでの LGED の小規模水資源管理は、ADB 及び JICA の協力事業を中心に展開している

が、これら事業は、プロジェクトで雇用されたコンサルタントが、ほぼターンキーベースによ

り、事業ごとに確立された方法でサブプロジェクトを実施してきた。事業を実施する過程で、

Upazila 事務所をはじめ、LGED の地方機関は事業の実施経験を蓄積している一方、LGED 本部

で事業を担当する IWRM ユニットは、これまで、総体的な関与が少なかったといわざるをえな

い。これに加えて、ADB 及び JICA の協力事業では、その事業目的から、事業計画の作成方法、

施設引き渡し後の WMCA による維持管理などについて、関係者の十分な能力強化を行う枠組

みにはなっていない。小規模水資源分野の事業サイクルを効果的に完結させるためには、既存

事業の経験からはカバーできない、これらの分野について考慮する必要がある。特に、IWRM
ユニットには、LGED の地方組織を巻き込みながら、計画作成とプロジェクト終了後の対応能

力を強化して、小規模水資源事業のサイクルを完結させることが求められる。また、WMCA
には、O&M をはじめとする事業の各段階において、LGED（直接には Upazila 事務所）からの

支援を得つつも、自らも自立に向けた活動を実践することが求められる。 
以下、本調査で検討された小規模水資源管理に係る課題と対応策を記す。ただし、本調査で

踏査した小規模水資源管理のプロジェクトサイトは限定的であるため、案件開始後のベースラ

イン調査を通じて、小規模水資源管理の課題の原因及び実態を精査する必要がある。 
 

（1）借款事業の実施状況と本プロジェクトでの対応 
現在の小規模水資源管理事業は、コンサルタント主体で進められており、計画どおりの

事業の履行が優先されるため、WMCA の形成、事業計画の作成、施設引き渡し後の維持

管理について、十分な時間をかけて対応できない場合がある。 
例えば、事業開始の要件である WMCA の参加率は、70％が最終目標に設定されている

場合があり、すべての関係者の意見を反映できない状態で事業が開始される可能性もある。

住民参加に十分に時間をかけていない地区においては、その後の維持管理も適切に実施さ

れていない例が多い。 
この対応として、また、バングラデシュの水資源管理政策を推進する観点からも、安定

的な実施方式を確立し、小規模水資源管理事業を LGED 自身の事業として定着させること

が必要である。具体的には、現在の小規模水資源管理事業で手薄になる上記課題を含め、

現状を十分に調査したうえで要因分析を行い、これまでのプロジェクトで実施されるべき

基本線を尊重しつつ、より効果的、効率的に事業を実施、維持管理するための統一ガイド

ラインを作成し、事業サイクルを完結することが重要であると考えられる。 
また、事業制度を仕組みとして定着させるためには、現場技術者の実施経験を増やすだ

けでなく、LGED 本部によるトップダウン式の事業体系の維持が重要である。LGED 本部

の IWRM ユニットの能力強化を行い、LGED 本部職員による技術力と事業制度を維持する

ための体制づくりが求められる。細部の技術的な問題としては、計画作成時のデータ作成、

施設設計部門の弱体（現地の流出データの把握が不十分）などが挙げられている。 
本プロジェクトで取り組む、水資源管理事業への UDCC の活用は、より的確にステーク

ホルダーの巻き込みを図り、地域内の合意を確認する手法として位置づけられる。 特に、

用水利用権が、WMCA メンバーシップと排他的に作用していないことを踏まえて、UDCC
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を通じて WMCA の役割を改めて議論することは、大きな意義をもつと考えられる。なお、

DAE や DOF などの専門機関は、現場レベルでの参加が主となるため、UDCC を通じた連

携が有効である。UDCC の活用にあたっては、NILG との MOU の締結などにより、組織

的な連携を確実にすることも考えられる。 
本プロジェクトでは、トップダウン方式による事業制度の確立と、こうしたボトムアッ

プ方式の参加型による事業実施方式の一層の改善を図るアプローチを併用することが有

効である。 
なお、借款事業においては、DAE、DOF 等の専門機関は現場での業務実施を通じた支援

が主となっている。この仕組みを踏襲する場合は、UDCC を通じた連携が有効と考えられ

る。この UDCC の活用にあたって、UP 等への研修を担当する NILG、専門機関の中央組織

（農業省、漁業畜産省等）との MOU の締結などにより、組織的な連携を確実にすること

も考えられる。 
 

（2）サブプロジェクト完了後の本プロジェクトでの対応 
サブプロジェクト完了後、設置された施設は WMCA に引き渡されるが、その後のモニ

タリング、O&M の計画どおりの遂行（または改善）には課題が残る。 
1）モニタリング情報の充実 

SSWRDP-JICA 及び PSSWRP-ADB では、MIS が既に構築されており、Upazila 事務所

の CO が主に WMCA に関するデータを収集し、District 事務所での整理を経て、Region
事務所を通じて LGED 本部へ提出される仕組みとなっている。しかしながら、これらの

情報は、LGED 本部のコンピュータ数台からアクセスできるのみであり、データベース

として事業の計画、実施に利用できる状況にはなっていない。さらに、確実性に欠ける

F/S 時のデータが多く使用されており、完了後のモニタリングのデータを用いた情報更

新にはばらつきが生じている現状にある。例えば、調査団が訪問したサブプロジェクト

のなかには、施設図面が入手できないサイトもあった。 
この対応として、既存の MIS を、LGED の小規模水資源管理事業の事業サイクル全般

を管理する情報システムとして再整備する必要がある。 
2）水管理計画の作成と利用 

水管理計画は、作付けの拡大、営農の安定を実現するためのツールであるが、多くの

地区（特に FCD 系）では作成されていない。 
この一因として、最適な施設の操作及び維持管理の実現に向けた WMCA の取り組み、

意識の醸成が不十分であることが考えられる。例えば、現地調査した地区では、組合員

の総意でゲート操作方法等を決定するものの、データを蓄積し、O&M の改善を検討し

て、一層の効果的な操作による作付面積の拡大を図るなどの対応は聞かれなかった。 
水管理計画の利用を通じた用水管理の適正化が、営農の一層の安定につながることを

示し、それを実現するための施設管理を適切に実施できるよう、WMCA と Upazila 事務

所との協働体制を構築することが重要である。 
3）維持管理（O&M）の実践 

SSWRDP-JICA の一部の地区では、量水標の導入などを通じて、設置した水資源管理

施設の操作及び維持管理の改善を図っているが、LGED から WMCA への技術指導と
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WMCA からのモニタリングデータの提供は依然不十分である。 
維持管理を最大限効果的に行うための掘削方法、時期の見極め、ゲート施設の操作（例

えば、洪水のずれ、条件の異なる降雨に対応したゲート開閉）などの検討を継続して実

施し、WMCA の維持管理に対する関心を高めて、それらの実践へと誘導することは効

果があると考えられる。 
 

（3）プロジェクト成果の展開 
LGED をパイオニアとして、参加型の小規模水資源管理事業の手法確立を行い、確立さ

れた手法を BWDB 等の事業に活用することで、地域的あるいは面的に拡大を図ることが

期待される。過去には、BWDB の実施地区内の一層の改良を行うために LGED 事業が導入

された事例もあり、WMCA と WMO の両者への展開を検討する接点はあると考えられる

（BWDB の事業へ活用する場合、WMO の位置づけや機能の見直しが必要となる）。 
 

２－４－２ 統合型水資源計画の意義と課題 
（1）RDEC の成果 

LGED に対する過去の技術協力プロジェクトとして「農村開発技術センター機能強化計

画」（RDEC）が実施されている。 
このプロジェクトは、LGED の実施する地方道路を中心とした農村インフラ整備の技術、

体制の整備を図ることを目的としていた。フェーズ 1（2003 年 1 月～2006 年 1 月）では、

技術情報の整備・蓄積、技術基準の収集・蓄積、研修部門の強化、ステップアッププラン

の策定がなされ、RDEC の活動を軌道に乗せ、フェーズ 2（2007 年 9 月～2011 年 9 月）に

より、技術者の計画策定/設計能力、品質・維持管理能力の向上と RDEC の各技術部門の

強化を実施した。 
フェーズ 1 では、これまでの農村インフラ整備事業では、ドナーからの事業費で雇用さ

れたコンサルタントが計画、設計、施工管理業務を担ってきたことが指摘されており、各

プロジェクトを適正かつ効率的に運営するにあたり、統一された技術基準にのっとって

LGED 正規職員の体系的な技術能力向上を図ることが課題とされていた。 
RDEC では、フェーズ 1 及びフェーズ 2 の協力を通じて、適用技術の調査、技術の共通

部分の抽出と利用不整合の確認、不足技術の特定などの結果に基づいて技術マニュアル類

が取りまとめられ、GIS による参加型農村開発手法、プロジェクトモニタリングシステム、

地方道路維持管理システムの改善の技術支援により、この能力向上と体制整備を成し遂げ

ている。 
これらの成果は、LGED の主要な業務である農村インフラ分野における活動を支えてお

り、「LGED 年次報告 2010～2011 年」の随所にそれらを利用した成果や活用状況が載せら

れている。特に、GIS を活用した地図作成技術を用いて作成された Upazila map では、全

国 483 Upazila を対象に地図上に被災状況をプロットし、視覚的に把握できるようになって

おり、これは LEGD の HP に掲載され、広く活用されている。 
道路維持事業についても、現場事務所からの定期報告を通じた、道路状況のモニタリン

グ・データ・ベースへの蓄積、常温アスファルト導入による道路改修工事の簡素化等は現

場において広く実施されるようになっており、業務の効率化と経費の節減に貢献している。
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（2）統合型水資源計画 
LGED では、農村インフラ、都市インフラ、小規模水資源施設をそれぞれ個別に計画し

てきたが、特に農村インフラと小規模水資源施設に関しては、利水・治水の水資源管理上、

相互に影響を及ぼしている。 
例えば、バングラデシュの平坦な地形では、道路は実質的に水塊を分離する堤防の機能

をもつため、排水計画を検討する際には、道路の設置場所などを考慮した計画が必要であ

る。しかしながら、これまでは、道路を整備した後に排水問題が生じ、後から道路の一部

を壊して排水路を整備するなどの非効率な整備が散見されている。また、水資源分野の事

業により生産が拡大した農産物は、地方道路を通って市場へ搬出されることになり、正の

相乗効果を生む場合もある。 
上述の RDEC により、農村インフラ施設の GIS データベースなど、LGED 内に実用可能

なシステムが構築されているので、水資源分野の開発計画を示した District Water 
Development Assessment Plan 等との統合により、他の農村インフラ整備とリンクさせた統

合型水資源計画を作成し、それぞれの事業の成果を関連させて発揮させることが重要であ

る。 
 

（3）計画の課題と対応 
小規模水資源管理事業は、JICA 及び ADB の借款事業を通じて実施されたものがほぼす

べてであり、プロジェクト雇用のコンサルタントが、実際の事業実施を担うことも多い。 
LGED の農村インフラ事業を代表する道路部門でも同様の状況にあったが、RDEC フェ

ーズ 1 及びフェーズ 2 を通じて、事業を適切に管理し、完工後の維持管理を行うための能

力強化・体制整備を行い、コンサルタントに頼らない事業の実施体制をほぼ構築した。 
本プロジェクトでは、この経験を生かして、LGED 自身が小規模水資源事業を実施でき

る能力強化・体制整備を行うとともに、他の農村インフラ整備部門との情報共有と連携を

図り、効率的で無駄のない事業計画を作成するための能力強化を図ることをめざしている。 
また、MIS についても、道路部門は実運用を行っているが、水資源部門においては、一

定レベルの情報蓄積がなされ報告用に活用されているものの、事業計画への反映、施設の

維持管理への利用は依然十分ではない。さらに、サブプロジェクト完了後のモニタリング、

情報整備体制への不安も指摘されている。MIS の整備・利用体制の確立は、事業サイクル

を完結するための大きな課題であり、本プロジェクトを通じて、適切な方法を検討するこ

とが重要である。 
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第３章 プロジェクト協力計画の概要 
 
３－１ 基本計画 

３－１－１ 案件名 
和名 住民参加による統合水資源開発のための能力向上プロジェクト 
英名 Capacity Development Project for Participatory Water Resource Management through 

Integrated Rural Development 
 

３－１－２ 協力概要 
（1）上位目標：貧困削減に向けて、参加型小規模水資源開発モデルが広く実施される 

指標： 
1．参加型小規模水資源開発モデルに基づいて計画・建設される、小規模水資源開発事

業数が増加する（XX 地区から XX 地区） 
2．参加型小規模水資源開発モデルに基づいて維持管理される、小規模水資源開発事業

数が増加する（XX 地区から XX 地区） 
3．②のモデル適用地域において、水利費徴収率が向上する（XX 組合中 XX％から XX％） 

 
（2）プロジェクト目標：参加型小規模水資源開発モデルが確立され、その実施体制が整備さ

れる 
指標： 

1．参加型小規模水資源開発ガイドラインに関する知識を習得し、県・ウポジラ LGED
職員を教えることができる、IWRM ユニット職員の数が増加する（XX 名から XX
名） 

2．モデル地域①②の県・ウポジラ LGED 職員により、小規模水資源開発事業のモニタ

リングが定期的に実施される（毎月 XX 回） 
3．モデル地域①②の UDCC において、小規模水資源開発事業を話し合う回数が増加す

る（全 XX 回中 XX％から XX％） 
4．モデル地域①②の WMCA において、水利費徴収率が向上する（XX 組合中 XX％か

ら XX％） 
 

（3）成果及び活動 
成果１：LGED が、小規模水資源開発のプロジェクトサイクルを実現するための能力が

強化される 
指標： 

1-1．研修を受講した LGED 職員のうち、80％以上が内容を理解する 
1-2．研修を受講した県・ウポジラ LGED 職員のうち、60％以上が研修で習得した技術・

手法を担当地域で実践する 
1-3．小規模水資源開発事業の MIS が定期的に更新される（XX 回/年） 

活動： 
1-1．既存の小規模水資源開発事業の現状と課題についてレビューを行う 
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1-2．WRM ユニットのキャパシティアセスメントを実施する 
1-3．上記の結果に基づき、小規模水資源開発事業のガイドライン（ドラフト）を改訂

する 
1-4．［1-3］に基づき、LGED の研修ユニットと協力して、IWRM ユニット職員に対し

て、小規模水資源開発事業のプロジェクトサイクルに関する研修（TOT）を実施

する 
1-5．LGED の研修ユニットと協力して、IWRM ユニット職員が県・ウポジラ LGED 職

員への研修を実施する 
1-6．小規模水資源開発事業の MIS の更新体制を強化する 

 
成果２：LGED が、小規模水資源開発事業をその他の農村インフラ（道路、農村市場等）

と一体的に計画・実施するための能力が強化される 
指標： 

2-1．統合型水資源開発計画に基づいて実施される小規模水資源開発事業について、

LGED 本部職員にその他の農村インフラとの相乗効果が評価され、認識される

（XX 名中 XX 名） 
2-2．モデル地域①において、LGED 職員の監督下で、その他の農村インフラと一体的

に計画された小規模水資源開発事業が実施される（XX カ所） 
活動： 

2-1．モデル地域①を選定する 
2-2．モデル地域①において、［1-3］で作成するガイドライン（ドラフト）に基づき、

ウポジラレベルの統合型水資源開発計画（マップを含む）を作成し、LGED 本部

内関係ユニットと共有する 
2-3．モデル地域①において、WMCA を形成し、その活動を監督する 
2-4．モデル地域①において、小規模水資源開発事業の事業計画の立案、施設設計、及

び事業実施を行う 
 

成果３：ユニオンレベルの関係者（ユニオン評議会議長及び書記官、政府出先機関職員

等）が、WMCA による小規模水資源開発事業の計画・維持管理を支援するための能力

が強化される 
指標： 

3-1．研修を受講したユニオンレベルの関係者のうち、80％以上が、小規模水資源開発

事業の内容と同事業における UDCC の役割について理解する 
3-2．NILG との協力により、小規模水資源開発事業の概要、UDCC による WMCA への

支援実例を含み、実証に基づいたユニオンレベルの関係者向けの研修マニュアル

が策定される 
活動： 

3-1．モデル地域②を選定する 
3-2．モデル地域①②の WMCA について、活動状況のベースライン調査を行う 
3-3．NILG と協力して、ユニオンレベルの関係者が、UDCC を通じて WMCA の活動支
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援を行うための研修マニュアル（案）を作成し、必要に応じて修正する 
3-4．ウポジラ LGED 職員がユニオンレベルの関係者への研修を実施する 
3-5．モデル地域①②において、ユニオンレベルの関係者が UDCC を通じて WMCA へ

の活動支援を行うよう、ウポジラ LGED 職員がモニタリングする 
 

成果４：WMCA が、小規模水資源管理施設を維持管理するための能力が強化される 
指標： 

4-1．研修を受講した WMCA メンバーのうち、80％以上が研修内容を理解する 
4-2．モデル地域①②において、WMCA の小規模水資源施設の維持管理計画が整備され

る 
4-3．モデル地域①②において、WMCA が維持管理計画に基づいた活動を実施する 

活動： 
4-1．モデル地域①②から WMCA を選定する 
4-2．ウポジラ LGED 職員が、DOC、DAE 及び DOF と協力して、選定された WMCA

への研修を実施する 
4-3．WMCA が、ウポジラ LGED 職員、DAE 及び DOF の指導を受け、小規模水資源管

理施設の維持管理状況を確認し、維持管理計画を作成・修正する 
4-4．WMCA が、維持管理計画に基づき、小規模水資源管理施設の維持管理活動を行う 

 
成果５：成果１から４に基づいた参加型小規模水資源開発モデルが、パイロットサイト

以外でも利用可能なものとして確立される 
指標： 

5-1．実証に基づき、小規模水資源開発事業のプロジェクトサイクルにおける LGED 職

員、ユニオンレベルの関係者及び WMCA の役割が整理された、参加型小規模水

資源開発ガイドラインが承認される 
5-2．ワークショップを通じてガイドラインが紹介される（参加人数・実施回数：XX

名、XX 回） 
活動： 

5-1．１から４の成果に基づいて、［1-3］で作成したガイドラインを修正する 
5-2．関係者（LGED、DOC、DAE、DOF、NILG、地方政府、その他）を対象にしたワ

ークショップにおいて修正版ガイドラインを紹介し、必要に応じて関係者のコメ

ントをガイドラインにフィードバックする 
5-3．最終化したガイドラインについて、LGED の公式文書として承認を得る 
5-4．参加型小規模水資源開発モデルの普及計画を含む IWRM ユニットの業務実施計画

案（5～10 年）を作成する 
 

３－１－３ プロジェクト実施上の留意点 
（1）XX で示した各指標の具体的目標値は、プロジェクト開始後 6 カ月以内に実施するベー

スライン調査の結果を踏まえて具体的な数値を設定し、合同調整委員会（JCC）にて承認

を得る予定である。 
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（2）本事業は、小規模水資源開発に関して、LGED 本部を起点として、県事務所、ウポジラ

事務所へ技術移転を行うトップダウン・アプローチの強化と、WMCA の維持管理活動を

基盤としつつ、UDCC を通じて、関連政府機関の職員及び地方自治体関係者が WMCA を

支援する体制を整備するボトムアップ・アプローチの強化をめざすものである。基本的に

は、LGED 職員、ユニオンレベルの関係者（ユニオン評議会議長及び書記官、政府出先機

関職員等）、WMCA メンバーが主要ステークホルダーとなるが、実施に際しては、WMCA
の登録・監査を行う DOC、UDCC への研修を実施する NILG との連携も不可欠である。ま

た、DAE 及び DOF 普及員との連携について、本省間の連携を担保することで、現場レベ

ルの活動が担保・強化される場合もあるため、必要に応じて本省である農業省、漁業畜産

省との連携体制も検討する。 
 
（3）小規模水資源開発セクターへの協力は、ADB が豊富な経験やノウハウを有し、さまざま

な政策関与を現在も行っているため、ADB と密接に連携して事業を進めることが必要であ

る。想定される連携事項として、JICA と ADB で異なる小規模水資源開発の実施手順のレ

ビュー・統合、WMCA の登録・監査を担当する DOC 内の特命部局 Water Cell との連携な

どが考えられる。 
 

３－１－４ 外部条件・前提条件及びリスク分析 
（1）事業実施のための前提 

対象地域において、UDCC が存在する 
 
（2）成果達成のための外部条件 

IWRM ユニットの役割が、大きく変更されない 
大規模な自然災害が発生しない 

 
（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

水資源開発に係る国家政策が、大きく変更されない 
 

３－１－５ 裨益対象者 
（1）中央政府レベル：IWRM ユニット職員、LGED 本部のその他関係ユニット（計画ユニッ

ト、MIS ユニット、GIS ユニット、研修ユニット等） 
 
（2）州レベル：県/ウポジラの LGED 事務所職員、モデル地域 UDCC メンバー、WMCA メン

バー 
 

３－１－６ プロジェクト対象地域 
2 種類のモデル地域が、プロジェクト開始後に実施されるベースライン調査を通じて検討さ

れ、JCC にて決定する。詳細な選定基準及び地区数は、ベースライン調査を通じて検討する。 
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モデル地域①12 JICA 及び ADB による支援事業の対象地区以外で、本技術協力事業のパイ

ロットサイトとして、新規に事業対象とする地域 
モデル地域② 既存の小規模水資源開発事業の対象地域で、既に施設が完成している地域 

 
３－２ 実施体制 

円滑なプロジェクト実施のために JCC を設置し、日々の案件運営のため、JCC の下にプロジェ

クト管理グループを設置する。JCC 及びプロジェクト管理グループの機能及び構成は下記のとお

り。 
（1）機能 

プロジェクトの年間計画作成、プロジェクト全体の進捗管理、モニタリング・評価、組

織間調整の他、プロジェクトの実施中に生じる主要課題についての意見交換を行う。少な

くとも 6 カ月に 1 度、その他必要に応じて開催する。必要に応じて、ステークホルダー間

の調整・連携を促進するために、JCC の下に実務レベルの委員会を設けることも検討可能

する。 
 
（2）構成 

・議長：LGED 局長 
・メンバー 

LGED 局次長（IWRM ユニット担当）、LGED 部長（IWRM ユニット-計画・設計担当）、

LGED 部長（IWRM ユニット-モニタリング・評価及び実施監理担当）、DOC 代表者 
JICA 専門家チーム、JICA バングラデシュ事務所代表者 
その他 JCC 議長の指定する者 

 
３－３ 両国の投入 

３－３－１ 日本側の投入 
（1）専門家の派遣 

① 長期専門家：4 名〔チーフアドバイザー/水管理、統合型水資源開発（環境関係の活動

を含む）、組織育成強化、業務調整/研修〕 
② 短期専門家：必要に応じて派遣（GIS、作物生産、土地利用計画、ジェンダー、マー

ケティング、漁業、マイクロクレジットなど） 
 
（2）機材供与：専門家移動のための車両、OA 機器、その他必要資機材 
 
（3）研修：本邦または第三国研修を実施する。 
 

  

                                                        
12 モデル地域①は、LGED 職員の実地訓練による能力強化のため、計画段階から協力を行うサイトであり、スキーム区分やモ

デル性を勘案し、地区数及び選定基準を設定する。モデルサイト②は、WMCA による維持管理活動の強化に焦点を当てる

サイトであり、WMCA の抱える課題や開発の方向性を類型化し、地区数及び選定基準を設定する。事業裨益者数は 1 地区

当たり 1,200 名程度を想定している。 
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（4）その他 
在外事業強化経費 
ローカルスタッフ（兼通訳）及びベースライン調査のためのローカルコンサルタント雇

用経費 
 

３－３－２ 相手国側の投入 
（1）カウンターパート（C/P） 

① プロジェクト・ディレクター：LGED 局長 
② プロジェクト・マネジャー：LGED 局次長（IWRM ユニット担当） 
③ カウンターパート: IWRM ユニット職員 

 
（2）プロジェクト事務所：LGED 本部内 
 
（3）資機材：研修用会場、設備・機材等、プロジェクト実施に必要な項目で、日本側から供

与される以外のもの 
 
（4）ローカルコスト負担（技術プロジェクト実施に必要な事項）：C/P 向け国内研修用日当・

旅費、プロジェクトオフィスの光熱費等、プロジェクト実施のための必要経費 
 
３－４ 協力にあたっての留意点（団長所感） 

３－４－１ 問題意識 
世界を見回してもこれだけ自然災害に長く翻弄されている国は少ない。バングラデシュでは、

雨期には洪水が頻発、農用地の流出・湛水が生じる一方、乾期には逆にたびたび干ばつが起こ

り農業生産に深刻な影響を与えている。これらの不安定な自然条件と共存し農村開発を実践、

貧困削減に資するためには、適切な水管理による農地に対する洪水被害の軽減及び湛水期間の

短縮を図るとともに、小規模ため池及び灌漑施設の整備を通じた水資源の有効活用により、限

られた農地の生産性の向上を行うことが必要である。 
かかるコンセプトをもって、JICA と ADB は、借款により LGED による小規模水資源開発事

業を支援してきている（JICA は 2007 年より、ADB は 1996 年より）。これまで事業実施したと

ころでは、コメの収量増加あるいは養殖漁業従事者数の増加を通じて、農家収入が増大するな

どの成果が観測されている。 
しかし、これら事業では実施機関の LGED の水関係部門が弱体であるゆえ強力なプロジェク

トチーム（PIU）を設置して、事業をリードしており、逆にいえば LGED のキャパシティの欠

如が事業の持続性の観点から大きな問題となっている。また水管理組合（WMCA）の 4～5 割

は組織運営に問題が生じており（DOC による調査）、施設の維持管理、有効活用の視点から課

題となっている。 
 

３－４－２ 本プロジェクトのコンセプト、及びめざす成果 
上述の課題への対応には、小規模水資源開発に関し「LGED 本部を起点として→District 事務

所→Upazila 事務所」というトップダウンのアプローチの強化と、「現場の地元住人や水管理組
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合（WMCA）を起点に→UDCC（ユニオン開発調整委員会会議）→ウポジラ」というボトムア

ップのアプローチの強化と、その統合による「リンク」の確立が不可欠であり、本プロジェク

トではそのための能力強化の支援を行う。 
JICA は、これまで、農村インフラ整備を行う借款事業に加え、道路等を主対象とした技術協

力プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画（RDEC、2003－2011）」を通じて LGED
を支援してきた。本プロジェクトでは、水資源管理を中心とした支援を行い、RDEC の協力成

果とともに、道路、橋梁、市場、小規模水資源という農村インフラ全体を可能な範囲で総合的

に開発することをめざすものである。 
また本プロジェクトは、「参加型」を重視している。維持管理に課題がある場合、事業実施

後のみに焦点を当てるのではなく、真の持続性確保には、計画段階において、いかに適切に参

加型で計画を作成し、地元住民や水管理組合に事業へのオーナーシップをもってもらうかが決

め手である。水田農業中心地域における施設の維持管理及び農民組織の育成については、日本

が比較優位性をもつ分野であるとともに、JICA としてもこれまでタイ、カンボジア、ベトナム、

ラオス、エジプト等において異なる環境下での参加型による水資源管理プロジェクトの実績が

ある。これらを活用した他国からの教訓、失敗事例等の共有が、バングラデシュにおける持続

的な参加型水資源開発の実現に資すると思われる。 
JICA が長年にわたり協力を行ってきた「リンクモデル」は、2011 年 2 月の通達により、法

的な根拠を得て、Union Development Coordination Committee として発展、全国展開が図られて

いる。本プロジェクトでは、LGED 本部を起点とするトップダウン・アプローチと WMCA 等

を起点とするボトムアップ・アプローチの有機的な統合をめざすが、UDCC はそのリンクの要

と位置づけ、水資源に係る行政サービスと住民発意の結節点となることが期待される。 
以上を要すれば、本プロジェクトでは、JICA 及び ADB の協力による小規模水資源開発事業

をベースに、関係者の能力向上と、農村インフラ間の統合的な事業運営改善を行うことにより、

参加型かつ統合的な水資源開発モデルを構築し、中長期的に安定した水の管理と活用をめざす

ものである。LGED だけでなく、広く、他の水資源開発機関（BWDB 等）にも共有し、汎用性

を得ていくことが期待される。 
 

３－４－３ 事業実施上の留意点等 
小規模水資源開発への協力は、ADB が先行しており、経験やノウハウを豊富に蓄積している

のみならず、さまざまな政策関与も行っていることから、ADB と密接に連携して事業を進める

ことが必要である。例えば小規模水資源開発の手順は、ADB が 12 ステップ、JICA はそれを発

展して 38 のステップで進めているが、本プロジェクトのなかで両ステップをレビューし、改

善のうえ、統合を図ることを予定しており、ADB の理解と相互の調整は不可欠である。また、

ADB が支援する、組合局（DOC）における Water Cell との連携も重要である。 
なお、本プロジェクトの直接的な C/P 機関となる LGED の IWRM ユニットは、2012 年 1 月

より職員数の倍増を図り（12 名から 21 名）、具体的な人員の配置も既にほぼ終了している。

Chief Engineer をはじめとして、本プロジェクトへの期待は大きく、またスタッフのモチベーシ

ョンも高いため、事業開始のタイミングとしては極めて時宜を得ているプロジェクトである。 
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第４章 ５項目評価 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由により妥当性が高いと判断される。 
 
（1）バングラデシュの政策との整合性 

・現政権のマニフェスト“Vision 2021”を達成するための長期計画“Perspective Plan 
2010-2021”では、重点開発課題の 1 つに広範囲な成長と食糧安全保障が含まれており、

重点分野として農業生産性の向上や水資源管理が位置づけられている。「第 6 次 5 カ年計

画 2011～2015 年」においても、貧困削減と食糧安全保障の手段として、生産性の向上と

農作物の多様化や、そのための灌漑施設の整備が明記されている。したがって、本プロジ

ェクトがめざす方向性は、バングラデシュ政府が掲げている開発計画の内容と合致してい

るといえる。 
・「国家水政策（National Water Policy）」（1999 年）においては、小規模水資源管理（受益面

積 1,000ha 以下）は、LGED が中心となり実施する方針が示されている。また、「国家水管

理計画」（National Water Management Plan）（2004 年）では、農業・漁業分野の強化の手段

として、地方分権や住民参加を通じた、小規模灌漑・多目的利用による水資源の保全・既

存の小規模水資源管理施設の整備が促進されている。したがって、地方行政（特に UDCC）

を巻き込んだ形で、住民参加を通じた水資源開発事業実施のための能力強化に取り組む本

プロジェクトは、当該政策及び計画との整合性があるといえる。 
 
（2）日本政府の政策との整合性 

・わが国の「対バングラデシュ国国別援助計画」（2005 年）において、経済成長は 3 つの重

点目標の 1 つであり、農業・農村開発は、その重点セクターの 1 つに含まれている。具体

的なセクター目標として、①農業・農村基盤の整備②農業生産性向上や農産物の多様化・

高付加価値化、農村部の雇用創出③参加型農村開発を通じた住民の能力強化が挙げられて

いる。したがって、住民参加による小規模水資源開発を通じて農業生産性の向上や農産物

の多様化をめざす本プロジェクトの方向性は、当該計画と合致しているといえる。 
・JICA の「対バングラデシュ国農村（地方）開発プログラム」では、食糧安全保障を目的と

した灌漑整備・農作物多様化の推進が、3 つの協力方針の柱の 1 つに位置づけられている。

その手段として示されている、住民参加による水資源管理・灌漑施設の整備や維持管理の

推進に取り組む事業として、本プロジェクトは位置づけられる。 
 
（3）対象地域社会のニーズとの合致 

・バングラデシュでは、GDP の 20.6％（2009 年度暫定値）を農林水産業が占めており、就

業人口も 48.1％（2010 年度）にのぼる。農村地域には総人口の 7 割が居住している一方で、

貧困率は 35.2％と都市部での貧困率 21.3％を大きく上回っている（2010 年度暫定値）。さ

らに、同国は、国土面積の 90％以上が海抜 9m 以下の沖積平原であり、雨期には洪水が頻

発し、農用地の流出・湛水が生じる一方、乾期にはたびたび干ばつが起こり、農業生産に

大きな影響を与えている。そのため、小規模水資源開発事業を通じて、農地等に対する洪
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水被害の軽減及び湛水期間の短縮を図るとともに、小規模ため池及び灌漑施設の整備を通

じた水資源の有効活用を促進する、本プロジェクトへのニーズは高い。 
・バングラデシュにおいては、地方及び農村インフラ建設を担当する LGED により、農村道

路・橋梁・マーケット等の開発計画としてのマスタープランが作成されており、それに基

づいた計画的なインフラ整備や維持管理が行われている。しかし、小規模水資源開発事業

については前者との整合性がなく、プロジェクトベースでの実施が行われている状況であ

る。そのため、農村インフラ計画との統合による、統合型農村開発計画に基づく小規模水

資源開発事業の実施監理体制の整備に取り組む本件は、対象地域のニーズに即している。 
 
（4）ターゲットグループのニーズとの合致 

・LGED では、事業の大半が、農村インフラ事業に占められている。2003 年には、水資源開

発/管理分野を担当する、IWRM ユニットが設立されているものの、水資源開発事業に関す

る技術力や経験は浅く、ユニットの事業実施体制は弱体である13。そのため、これまで事

業は、プロジェクトごとに設置されるプロジェクト管理オフィス（Project Management 
Office）において、プロジェクト雇用によるスタッフやコンサルタントを中心に実施され

てきており、結果として LGED や IWRM ユニットへの組織的な経験の蓄積につながって

いない。また、同ユニットが担当する、事業完工後の水資源管理施設のモニタリングや維

持管理への支援は、十分に行われているとはいえない。そのため、IWRM ユニットの強化

は急務となっている。 
・LGED で実施されてきている住民参加型の小規模水資源開発事業は、施設ごとにサブプロ

ジェクトとして実施され、施設の維持管理は、住民組織である WMCA に引き継がれてい

る。しかし、既に引き継ぎが終了したサブプロジェクトのうち、約半数が、組織運営もし

くは維持管理などの問題により、きちんと機能していない状況である14。そのため、WMCA
の組織能力及び維持管理能力の強化の必要性は大きい。 

・上記のように、住民参加型を通じてサブプロジェクト単位で実施される小規模水資源開発

事業において、住民の意見の抽出や住民組織（WMCA）への、地域の行政組織による支援

は非常に重要である。行政の最小単位である各ユニオンには、2011 年からユニオン開発調

整委員会（UDCC）が設置され、ユニオンレベルでの行政官の横のつながりを強化する仕

組みが形成されつつある。しかし、UDCC の多くがいまだに形成段階であったり、形成さ

れたばかりで機能が未知数である地域も多い。そのため、UDCC への能力強化を行うこと

で、WMCA への支援を促進する本プロジェクトのアプローチへのニーズは、非常に高い。 
 
（5）手段としての適切性 

・本プロジェクトは、LGED によるトップダウンと、UDCC の支援を受けた形での WMCA
によるボトムアップという、双方向からの小規模水資源開発事業の実施監理メカニズムを

確立することで、同事業の実施監理の促進をめざしている。すなわち、LGED 本部を起点

とした、「本部→Region 事務所→District 事務所→Upazila 事務所」という、LGED 組織内の

                                                        
13 詳細は第2章を参照。 
14 情報源としては、ADBへの調査資料。参考資料としては、“Operation and Maintenance Strategy Development for Small Scale Water 

Resources Subprojects, FINAL REPORT EXECUTIVE SUMMARY”ADB等。 
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トップダウン・アプローチによる事業の実施とモニタリングの強化及び、WMCA を起点

とした、「WMCA→UDCC→LGED Upazila 事務所」というボトムアップ・アプローチによ

る、事業の計画策定や維持管理の強化である。この相互補完的なアプローチは、住民参加

を通じた事業の実施監理を強化するうえで、適切であると考えられる。 
・本プロジェクトは、2 種類のモデル地域（①新規の事業対象となる地域、②既存の小規模

水資源開発事業の対象で、既に施設が完成した地域）における、モデル事業の実施を通じ

て、より現状に即した体制を整備するとともに、トップダウン・ボトムアップそれぞれの

アプローチの関係者（特に、LGED 関係者）への OJT を通じた能力強化をめざしている。

具体的なモデル地域の場所や数の選定は、プロジェクト活動を通じて、フィージビリティ

や必要性の観点から決定される予定である。このモデル事業を通じた取り組みは、プロジ

ェクトにより確立されるメカニズムを、より現実的で実用的なものとするとともに、プロ

ジェクト終了後の持続性を担保するために適切であると考えられる。 
・JICA は、上記のように 2007 年より円借款事業「小規模水資源開発事業」への支援を行っ

てきているが、その円滑な実施のため、実施機関である LGED の実施体制の強化が急務と

なっている。また、上記の UDCC を通じた行政と住民とのつながりを強化する仕組みは、

JICA のバングラデシュにおける過去の支援事業（研究協力及び技術協力）を通じて開発さ

れた「リンクモデル」に基づいており、JICA 関係者に多くの蓄積がある。また JICA は、

これまでにタイ、カンボジア、ベトナム、ラオス、エジプト等において、小規模水資源開

発/管理事業への支援経験を多く有する。そのため、わが国が本プロジェクトへの支援を行

う必要性及び比較優位性は、大いにあると判断される。 
 
４－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込まれる。 
 
（1）因果関係 

・本プロジェクトのプロジェクト目標は、「参加型小規模水資源管理メカニズムが確立され

る」である。プロジェクト目標の達成に必要不可欠なアウトプットとして、以下の 5 つが

設定されている。 
 アウトプット 1）では、関係者（特に IWRM ユニット）の能力強化を通じて、LGED

の住民参加型の小規模水資源開発事業の PCM サイクルの体制が整備される。 
 アウトプット 2）では、既存の農村インフラ計画と統合した形での統合型農村開発計

画に基づき、小規模水資源開発事業の計画が作成される体制が整備される。 
 アウトプット 3）では、UDCC の強化を通じて、UDCC が WMCA を支援する体制が

整備される。 
 アプトプット 4）では、WMCA の技術力と組織力の強化を通じて、WMCA による小

規模水資源管理施設の維持管理体制が強化される。 
 アウトプット 5）では、アウトプット 1）から 4）を通じて整備された体制を普及する

体制が整備される。 
・本プロジェクトでは、アウトプット 1）と 2）においてトップダウン・アプローチを、3）

及び 4）においてはボトムアップ・アプローチをそれぞれ強化することで、妥当性の項で



 

－40－ 

示したような、トップダウン及びボトムアップ双方向からの、小規模水資源開発事業の実

施監理を促進する体制を整備する。同時に、アウトプット 3）及び 4）において実施され

るモデル地域での活動は、関係者の OJT にもなっており、アウトプット 1）にある能力強

化を促進する。さらに、5）においてその普及体制を整備することで、事業の実施監理を

促進するメカニズムを確立し、上位目標に設定されているような事業の広範囲での拡大を

めざしている。したがって、アウトプット 1）から 5）が効果的に実施されることで、プ

ロジェクト目標が達成される見込みは高いと考えられる。 
 
（2）外部条件 

本プロジェクトでは、1999 年の水政策及び、現在の LGED の実施体制に基づき、IWRM ユ

ニットを中心にした小規模水資源開発事業の実施監理メカニズムの確立をめざしている。そ

のため、プロジェクト開始後、バングラデシュの水資源管理政策及び、IWRM ユニットの業

務掌握状況に著しい変更が生じた場合、プロジェクト目標の達成に影響が及ぼされることが

考えられる。 
 
４－３ 効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 
 
（1）投入の内容 

・本プロジェクトでは、①チーフアドバイザー/水（資源）管理、②統合型水資源開発、③組

織育成強化、④業務調整/研修の 4 名の長期専門家の派遣が予定されている。①及び②は、

アウトプット 1）、2）、5）、③及び④は、モデル地域での活動が中心となるアウトプット 3）、
4）に関連する活動を、主に担当する予定である。これらの専門家の活動を補足するため

に、各分野（GIS、作物生産、土地利用計画、ジェンダー、マーケティング、漁業、マイ

クロクレジットなど）の短期専門家が、必要に応じて派遣される予定である。 
・JICA はこれまでに、LGED を実施機関として、さまざまな支援を実施してきている。本プ

ロジェクトでは、こうした実績や経験が有効に活用される予定である。具体的には以下の

とおりである。 
 技術協力プロジェクト「農村開発技術センター機能強化計画フェーズ 1（2003～2006）、

フェーズ 2（2007～2011）」では、本プロジェクト同様に、LGED 関係者の能力強化が

取り組まれた。本プロジェクトでは、この案件における教訓を生かしつつ、また案件

を通じて強化されたユニット（GIS ユニットや MIS ユニット等）と協力して、活動を

行う予定である。 
 1995 年から現在まで LGED には、個別派遣専門家「農村インフラ開発アドバイザー」

が派遣されており、本プロジェクトの形成段階からかかわっている。同専門家は本プ

ロジェクトの開始後も引き続き現地にてプロジェクト実施を支援する予定である。同

専門家はバングラデシュの小規模水資源開発・管理の状況やプロジェクト形成の経緯

を理解し、また LGED 内部における人脈も構築されていることから、効率的なプロジ

ェクトの開始及び運営が期待できる。 
 本プロジェクトのカウンターパートとなる IWRM ユニットには、プロジェクトスタ



 

－41－ 

ッフ及び、ディストリクトやウポジラオフィスの職員として、これまでに小規模水資

源開発事業にさまざまな形でかかわった職員が配置されている。本プロジェクトは、

こうした職員を有効に活用しながら実施される予定である。 
・JICA の支援によりバングラデシュ農村開発公社（BRDB）を実施機関として、23 年間にわ

たり実施されてきた研究協力や技術協力プロジェクト15を通じて、地域住民と行政サービ

スを結びつける「リンクモデル」が開発された。このモデルは、2011 年に UDCC として

制度化されている。本プロジェクトが採用するボトムアップ・アプローチでは、このモデ

ルが適用されている。 
・本プロジェクトを通じて、現在実施中の円借款事業の実施体制が整備されることにより、

その実施監理の促進や、事業の効率性や持続性の向上が図られることが期待されており、

その費用対効果は大きいと考えられる。 
 
（2）投入の量とタイミング 

・妥当性の項での記載どおり、モデル事業の対象地域や数の選定は、プロジェクト活動を通

じて検討され、決定される予定である。モデル地域における活動のタイミングについても、

プロジェクトの進捗や対象地域の状況をみて、段階的に行う等の柔軟な対応がなされる予

定である。 
・IWRM ユニットが担当している、完工した小規模水資源管理施設の維持管理予算は、LGED

の通常予算から配分されることになっているが、2 つの借款事業の進捗により年々増加し

ている対象数と比較して、その量は十分とはいえない16。しかし、本プロジェクトを通じ

て UDCC による WMCA への支援体制が強化されることで、ユニオン予算により各サブプ

ロジェクトの施設の維持管理への支援が促進され、小規模水資開発事業の効率性が向上す

ることが期待されている。また、WMCA の技術力や LGED によるモニタリング体制が強

化されることで、維持管理が適切に行われ、修繕費用が削減されることが期待されている。 
 
４－４ インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは、以下のように予測される。 
 
（1）因果関係 

・本プロジェクトの上位目標は、「貧困削減に向けて、参加型小規模水資源開発事業が広く

実施される」である。その達成を図る指標として、同事業の量的な拡大としての「小規模

水資源開発事業数の増加」と、質的な深まりとしての「完工した小規模水資源管理施設の

維持管理の強化（適切に維持管理されている施設数の増加）」が設定されている。 
・有効性の項で示したとおり、本プロジェクトは、トップダウン及びボトムアップの双方向

からの、小規模水資源開発事業の実施監理の促進をめざしている。さらに、本プロジェク

トによって整備された事業の実施監理メカニズムを用いて、他の地域で事業を展開してく

ために、アウトプット 5）において、普及体制の整備に取り組んでいる。このように本プ

                                                        
15 「住民参加型農村開発行政支援プロジェクト（2000～2003）」及び「行政と住民のエンパワメントを通じた参加型農村開発

プロジェクト（2005～2010）」 
16 担当者への面談によると、2011～2012年度では、約6,000万タカ（6,000万円相当）。 
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ロジェクトでは、協力期間から上位目標を達成するための方策が組み込まれているため、

プロジェクトが終了してから数年後には上位目標の達成が期待できる。 
 
（2）波及効果 

・小規模水資源開発事業は、JICA の円借款事業の他に、現在 ADB の借款事業を通じて、支

援されている17。本プロジェクトの成果は、アウトプット 5）において、これらの実施中の

借款事業に対して提言としてまとめられる予定であり、これらの借款事業への波及効果が

期待されている。さらに、本プロジェクトを通じて確立されたメカニズムは、将来、ADB
もしくは他ドナーの支援により LGED を実施機関として実施される事業においても、適用

されることが想定されている。 
・本プロジェクトの成果は、上位目標の達成に向けて、実施機関である LGED によって広範

囲に展開されるだけでなく、他の機関が実施する水資源開発/管理事業へも波及していく可

能性が想定されている。バングラデシュでは、LGED の他に、BWDB 及び BADC が、それ

ぞれ水資源管理事業に関与している18。特に、大規模（受益面積 1,000ha 以上）な水資源管

理/開発事業を実施してきている BWDB は、その維持管理が大きな問題となっている。そ

のため、本事業で確立されたメカニズムが、BWDB においても適用され、広範囲に拡大し

ていくことが期待されている。BWDB は、本プロジェクトの JCC メンバーに含まれ、随

時プロジェクトの進捗が共有されていく予定である。 
・本プロジェクトを通じて、UDCC の機能が強化されることで、小規模水資源開発事業だけ

でなく、各地域の多様な行政サービスと地域住民との間のリンクが強化されることが、波

及効果として期待されている。 
 
４－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は、以下のとおり期待される。 
 
（1）政策・制度面 

・妥当性の項での記述のとおり、バングラデシュでは、「第 6 次 5 カ年計画 2011～2015 年」

において、灌漑施設の整備を通じた生産性の向上と農作物の多様化を促進されている。ま

た、「国家水管理計画 2004（2025 年まで）」においても、農業・漁業分野の強化の手段と

して、地方分権や住民参加を通じた、小規模水資源管理施設の整備が促進されている。さ

らに、「国家水政策 1999」の実現を促進するため、上記計画をより具体化し、中期的な水

管理の方針を示した「Bangladesh Water Act（2012）」が近々承認される予定である。した

がって、協力期間終了後も、バングラデシュ側からの政策支援は引き続き得られるであろ

う。 
 
（2）組織・財政面 

・上記の「国家水政策 1999」では、小規模水資源管理（受益面積 1,000ha 以下）に関しては、

                                                        
17 PSSWRP〔Participatory Small Scale Water Resources Project（2009－2017）〕 
18 詳細は第2章を参照。 
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LGED が担当する旨が明記されており、LGED では、3 つの活動領域の 1 つとして水資源

管理分野が位置づけられている。現在は、農村インフラ分野と比較して事業数などの比重

は小さいが、今後も組織として重点的に活動を推進していく方針が示されている19。また、

同分野の事業の実施監理を担当する IWRM ユニットは、2012 年初頭から、職員の増員と

全ポストの通常予算化を通じた強化が進められている20。これらの状況をかんがみ、LGED
における同分野への組織的支援は継続されるだろうと推測される。 

・本プロジェクトでは、小規模水資源開発事業の実施監理のためのメカニズムを確立するた

めでなく、その普及体制がプロジェクト活動（主にアウトプット 5）を通じて強化され、

最終的にはメカニズムの制度化がプロジェクト目標と位置づけられている。それにより、

プロジェクト終了後も、広く普及拡大されていく体制が整備される。 
・LGED では、小規模水資源開発事業実施のための予算は確保されておらず、事業はドナー

による支援ベースとなっている。しかし、現在実施中の案件として、円借款事業が 2014
年まで、ADB による借款事業が 2017 年まで継続される予定である。また、円借款事業に

おいては、その第 2 フェーズの実施の可能性が既に検討され始めている。よって、本プロ

ジェクト終了後、プロジェクトを通じて確立されたメカニズムが適用されるような、小規

模水資源開発事業が継続して実施される可能性は高いと考えられる。 
・WMCA は、小規模水資源管理施設の完工後、LGED からハンドオーバーを受け、メンバー

からのシェアやセイビング等の運用を通じて、組織の運営やそれぞれの小規模水資源管理

施設の維持管理が行われることになっている21。本プロジェクトは、UDCC と WMCA との

関係性が強化されることで、施設の維持管理へのユニオンからの財政的な支援が促進され

るよう、組み立てられている。さらに、WMCA の能力強化や LGED からの WMCA へのモ

ニタリングの強化を通じて、施設の維持管理が適切に行われ、修繕などの維持管理費用の

削減が図られるとともに、各サブプロジェクトの持続性が担保されることが期待されてい

る。 
 
（3）技術面 

・本プロジェクトでは、関係者の能力強化が主なアウトプットとして設定されている。特に

モデル事業を通じた OJT を行うことで、プロジェクト終了段階において、自立的に活動を

行うに十分な技術力を、各関係者が獲得していることが期待されている。 
・本プロジェクトでは、プロジェクト活動を通じて確立された小規模水資源開発事業の実施

監理メカニズムの普及体制の整備が、アウトプット 5）に組み込まれており、そのメカニ

ズムの制度化が、プロジェクト目標となっている。それにより、プロジェクト終了後、LGED
が他の地域において、自立的に同分野の事業の実施監理を行うに十分な技術力を有し、ま

た制度的に実施可能となっているように、本プロジェクトは組み立てられている。 
 
  

                                                        
19 本調査の面談時の、調査団に向けたチーフエンジニアからの発言。 
20 既に2ポスト（他省からの出向＋新規雇用者）以外は決定。現在はプロジェクト採用の人もいるが、最終的に全員政府予算

での雇用者になる予定。詳細は第2章を参照。 
21 詳細は第2章を参照。 
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４－６ 貧困・ジェンダー・環境への配慮 

（1）LCS（Labour Contracting Society）の活用 
LGED では、農村インフラ事業の実施において、BRDB や NGO などによる地域の土地無

し（0.5 エーカー以下）の住民（男女）や極貧女性の組織に対して、優先的に小規模（軽微）

な建設や維持管理事業実施を委託するという LCS の仕組みを適用している。これは、農村イ

ンフラ開発事業による直接的な雇用や所得へのアクセスの機会を提供することで、地域の貧

困層への裨益を目的としている。現在実施中の小規模水資源開発事業においても、この仕組

みは適用されており、本プロジェクトのモデル事業においても、適用される予定である。 
 
（2）ジェンダー配慮 

・ジェンダー平等の推進は、バングラデシュの国家政策の中心課題の 1 つとなっており、さ

まざまな取り組みが行われている。LGED においても、“Gender Equality Strategy and Action 
Plans 2008-2015”に基づいて、戦略的な情報収集、人材育成、すべての事業との調整を通

じた、ジェンダー平等を達成するための取り組みが行われている。本プロジェクトもこの

対象に該当する。 
・本プロジェクトの C/P となる IWRM ユニットには、常勤の Sociologist として、ジェンダーと

開発分野の専門家が配置される予定である22。また、日本からの短期専門家として、ジェ

ンダー分野の専門家の投入の予定がある。本プロジェクトでは、モデル事業（特に UDCC
や WMCA の活動）の社会経済的インパクトを図るため、モデル地域のベースライン調査

やインパクト調査も実施される予定であるが、これらの調査は、上記のジェンダー分野の

専門家が中心となって実施される予定であり、必要に応じて随時ジェンダー配慮が行われ

る予定である。 
・本プロジェクトのターゲットグループとなる UDCC 及び WMCA（マネジメントコミッテ

ィ）においては、それぞれの人選の規定において、3 名以上の女性が選定されることで、

女性たちの声が反映されるような仕組みが整備されている。また、WMCA は、灌漑等の

小規模水資源管理施設の直接的な裨益者である近隣の土地所有者以外に、組織が運営する

マイクロクレジットの利用者等、土地無し農民を含む広範囲なメンバーの加入が可能とな

っている。現在実施中のサブプロジェクトでは、こうしたマイクロクレジットの利用者に

は、女性が多くみられている。本プロジェクトでも、こうした人選規定は適用される予定

である。 
 
（3）環境への配慮 

LGED においては、“Environmental Assessment Guidelines for LGED Projects, October 2008”
に基づいて、水質や土壌汚染などの環境配慮に関するアセスメントが実施されている。本プ

ロジェクトのモデル事業においても、このアセスメントが適用される予定である。 
 
  

                                                        
22 既にポストは確保されており、現在人選中。 
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４－７ 過去の類似案件からの教訓の活用 

本プロジェクトは、バングラデシュ及び他国において実施された、もしくは実施中のさまざま

な案件の成果や教訓に基づいて実施される。主な案件は、以下のとおり。 
 
（1）バングラデシュにおける過去及び現在実施中の案件 

・小規模水資源事業（2007L/A 締結） 
JICA は、LGED を実施機関として、2007 年よりこの円借款事業への支援を行ってきて

いる（詳細は、第 2 章参照）。本プロジェクトが実施監理メカニズムの確立に取り組む小

規模水資源開発事業とは、この円借款事業で採用されている枠組みやアプローチにより実

施されるものである。本プロジェクトでは、この円借款事業で採用されている枠組みやア

プローチを土台とし、その実施の教訓を参考に、取り組む予定である。 
・農村開発技術センター機能強化計画（2003～2006 年）、農村開発技術センター機能強化計

画フェーズ 2（2007～2011 年） 
JICA は、この技術協力プロジェクトを通じて、農村インフラ事業実施に係る LGED の

関係者（GIS ユニットや MIS ユニット等）の能力強化に取り組んできた。本プロジェクト

では、このプロジェクトにおける教訓を生かしつつ、また案件を通じて強化された関係ユ

ニットを活用していく予定である。 
・住民参加型農村開発行政支援プロジェクト（2000～2004 年）、行政と住民のエンパワメン

トを通じた参加型農村開発プロジェクト（2005～2010 年） 
JICA は、バングラデシュ農村開発公社（BRDB）を実施機関として、研究協力及び技術

協力プロジェクトを通じた支援を行ってきており、その最終段階に位置づけられるこの 2
つの技術協力プロジェクトを通じて、ユニオンレベルにおけるユニオン調整委員会（UCC）

を中心とした、住民と行政サービスを結びつけるリンクを形成する「リンクモデル」が確

立された。この「リンクモデル」の成果の一部が、2011 年にユニオン開発調整委員会（UDCC）
として制度化され、その設立が全国で義務化されている。本プロジェクトでは、この UDCC
を活用し、住民組織としての WMCA と、LGED による小規模水資源開発事業や、その他

の関連サービス（農業、養殖、組合組織など）との関係性の強化に取り組む予定である。 
・大マイメンシン圏小規模水資源開発計画（2004～2006 年） 

この開発調査を通じて、小規模水資源開発に関するマスタープラン（大マイメンシン圏）

が完成されている。これは LGED においては、ディストリクトレベルの水資源開発計画

（District Water Resource Management Assessment Plan）として位置づけられており、上記円

借款事業におけるサブプロジェクトの選出の基準設定等を含め、事業計画において活用さ

れている。本プロジェクトにおいては、統合型農村開発事業計画の策定において、このマ

スタープラン作成時の教訓が活用される予定である。 
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